
奈良市南登美ヶ丘３３３６番２５

２階建程度の戸建住宅地

中規模一般住宅が建
ち並ぶ住宅地域

②標準的使用ｍ東 ｍ、西 ｍ、南 ｍ、北100 50 70 60 戸建住宅地

-

１低専(40,60)

奈良市の人口は微減、世帯数は微増、人口高齢化率は微増である。

地価変動率（上昇率）は前年と同程度である。

個別的要因の変動はない。

　当該地域は戸建住宅が中心で賃貸市場に馴染みにくい地域等の為、収益還元法の適用は断念した。よって、対象不動産の
所在、実情（駅から徒歩圏内の中規模一般住宅が建ち並ぶ住宅地域）等も考慮の上、快適性を重視する住宅地域であるので
市場性を反映した比準価格を採用し、周辺の標準地、基準地との均衡にも留意し、鑑定評価額を上記の通り決定した。

［

［

住宅
Ｗ２

中規模一般住宅が建ち並ぶ住宅地域である現況を踏まえ、周辺地域、近隣地域における市場性及び法令規制等の観点からも
勘案した結果、地域特性は将来的にも現況程度で推移していくものと予測する。

③標準的画地の形状等

⑤周辺の土地の利用の
状況

④敷地の利用の現況

[地域要因]

[個別的要因]

[一般的要因]

価
格
形
成
要
因
の

変
動
状
況

ら
の
検
討

②変動率

前年標準価格 114,000円／㎡

公示価格 115,000円／㎡

標準地番号 奈良 29-

新規

代表標準地 標準地

公
示
価
格
を

規
準
と
し
た

価
格

⑥対象基準地
  の規準価格

(円／㎡)

①

標準地番号

代表標準地 標準地 地
域
要
因

街路

交通

環境

行政

その他

標
準
化
補
正

街路

交通

環境

画地

行政

その他

⑦
内
訳

学園前駅北西方
1.5km

学園前
1.5km

(8)

北5.5m市道

１低専
(40,60)

（その他）　　　　

特にない 基準方位北、　　
５．５ｍ市道

　要因の

　比較

　因の比

　較

水道　
ガス　
下水

③

間口　約

法令

規制

年地価調査）

(3)最有効使用の判定

(2)

⑦供給

(3)鑑定評価の条件 更地としての鑑定評価

２　鑑定評価額の決定の理由の要旨

(1)

基
準
地

①所在及び地番並びに

　「住居表示」等

③形状

「南登美ヶ丘２４－１９」

②地積

（㎡）

298

( )

⑨法令上の規制等

1.5:1

⑥接面道路の状況

処理施

設状況

⑧主要な交通施設との

　接近の状況

近
隣
地
域

①範囲

④地域的特性

⑤地域要因の
　将来予測

20.0 ｍ、　奥行　約 15.0  ｍ、　規模 300 ㎡程度、　形状

特記

事項

街

路

交通

施設

(5)鑑定評価の手法
   の適用

取引事例比較法

収益還元法

原価法

比準価格

収益価格

積算価格

116,000 円／㎡

／   円／㎡

／   円／㎡

(4)対象基準地の

個別的要因

(7)試算価格の調整
   ・検証及び鑑定
   評価額の決定の
   理由

公示価格

円／㎡

②時 点 ③標準化 ④地域要 ⑤個別的

年間 半年間+1.8 +0.9％ ％

］

［ ］ ［ ］

［ ］100

100

100

100

　修 正

別記様式第６ 鑑定評価書（令和 8 令和 8年 7月 3日　提出

宅地-1

0.0方位

　補正

ほぼ長方形

指
定
基
準
地

か
ら
の
検
討

⑥対象基準地
  の比準価格

(円／㎡)

① 指定基準地番号

-

地
域
要
因

街路

交通

環境

行政

その他

標
準
化
補
正

街路

交通

環境

画地

行政

その他

⑦
内
訳

(9)

　要因の

　比較

　因の比

　較

前年指定基準地の価格

円／㎡

②時 点 ③標準化 ④地域要 ⑤個別的

］

［ ］ ［ ］

［ ］100

100

100

100

　修 正 　補正

対
象
基
準
地
の
前

年
標
準
価
格
等
か

(10)

倍

[令和 8年 1月]

令和 8年 6月 23日 正常価格

令和 8年 7月 2日令和 8年 7月 1日

34,600,000鑑定評価額

(1)価格時点

(2)実地調査日

円 116,000 円／㎡１㎡当たりの価格

(4)鑑定評価日

(5)価格の種類
路線価又は倍率

92,000 円／㎡

１　基本的事項

(6)
路
線
価

倍率種別

(6)市場の特性 　同一需給圏は近鉄奈良線沿線で、奈良市を中心とした圏域である。需要者の中心は同一需給圏のうち地縁的選好性を有す
る居住者が中心である。区画整然とした中規模一般住宅が建ち並ぶ住宅地域である。景気は一部に足踏みが残るものの、緩
やかに回復している。土地は３０百万円～４０百万円程度、新築の戸建物件は５０百万円～６０百万円程度の物件が需要の
中心となっている。

継続
①-1対象基準地の検討

①-2基準地が共通地点（代表標準地等と同一地
点）である場合の検討

奈良（県） 1－

開発法 開発法による価格 ／   円／㎡

奈良（県） －

基準地番号 提出先

1 奈良県

所属分科会名

奈良第１分科会

業者名

不動産鑑定士氏名

奈良総合鑑定株式会社

西岡譲二



奈良市紀寺町１０３６番１

２階建程度の戸建住宅地

中規模一般住宅の多
い古くからの住宅地
域

②標準的使用ｍ東 ｍ、西 ｍ、南 ｍ、北0 30 18 0 戸建住宅地

-

１住居(60,160)
１５ｍ斜線高度

奈良市の人口は微減、世帯数は微増、人口高齢化率は微増である。

地価変動率（上昇率）は前年比より若干縮小している。

個別的要因の変動はない。

当該対象地は駅からの徒歩圏内にあり、共同住宅としては規模が小さく、経済合理的な賃貸住宅の建築が困難である為、収
益還元法は適用を断念した。よって、対象不動産の所在、実情（駅から徒歩圏内の中規模一般住宅の多い古くからの住宅地
域）等も考慮の上、快適性を重視する住宅地域であるので市場性を反映した比準価格を採用し、代表標準地（奈良－４０）
との検討を踏まえ、鑑定評価額を上記の通り決定した。

［

［

住宅
Ｗ２

現況が持続するものと予測する。

③標準的画地の形状等

⑤周辺の土地の利用の
状況

④敷地の利用の現況

[地域要因]

[個別的要因]

[一般的要因]

価
格
形
成
要
因
の

変
動
状
況

ら
の
検
討

②変動率

前年標準価格 102,000円／㎡

公示価格 円／㎡

標準地番号 -

新規

代表標準地 標準地

公
示
価
格
を

規
準
と
し
た

価
格

103,000

⑥対象基準地
  の規準価格

(円／㎡)

①

標準地番号

奈良 40

代表標準地 標準地 地
域
要
因

街路

交通

環境

行政

その他

+5.0

+6.0

+42.0

+2.0

0.0

標
準
化
補
正

街路

交通

環境

画地

行政

その他

0.0

0.0

0.0

+4.0

0.0

0.0

⑦
内
訳

近鉄奈良駅南東方
1.6km

近鉄奈良
1.6km

(8)

北3.5m市道

１住居
(60,200)

（その他）　　　　
１５ｍ斜線高度

(60,160)

特にない 基準方位北、　　
３．５ｍ市道

　要因の

　比較

　因の比

　較

水道　
ガス　
下水

③

間口　約

法令

規制

年地価調査）

(3)最有効使用の判定

(2)

⑦供給

(3)鑑定評価の条件 更地としての鑑定評価

２　鑑定評価額の決定の理由の要旨

(1)

基
準
地

①所在及び地番並びに

　「住居表示」等

③形状

②地積

（㎡）

153

( )

⑨法令上の規制等

1:2

⑥接面道路の状況

処理施

設状況

⑧主要な交通施設との

　接近の状況

近
隣
地
域

①範囲

④地域的特性

⑤地域要因の
　将来予測

10.0 ｍ、　奥行　約 15.0  ｍ、　規模 150 ㎡程度、　形状

特記

事項

街

路

交通

施設

(5)鑑定評価の手法
   の適用

取引事例比較法

収益還元法

原価法

比準価格

収益価格

積算価格

103,000 円／㎡

／   円／㎡

／   円／㎡

(4)対象基準地の

個別的要因

(7)試算価格の調整
   ・検証及び鑑定
   評価額の決定の
   理由

公示価格

172,000 円／㎡

②時 点 ③標準化 ④地域要 ⑤個別的

年間 半年間+1.0％ ％

161.2 ］

100.6［ ］ 100［ ］

104.0［ ］100

100

100

100

　修 正

別記様式第６ 鑑定評価書（令和 8 令和 8年 7月 3日　提出

宅地-1

0.0方位

　補正

ほぼ長方形

指
定
基
準
地

か
ら
の
検
討

⑥対象基準地
  の比準価格

(円／㎡)

① 指定基準地番号

-

地
域
要
因

街路

交通

環境

行政

その他

標
準
化
補
正

街路

交通

環境

画地

行政

その他

⑦
内
訳

(9)

　要因の

　比較

　因の比

　較

前年指定基準地の価格

円／㎡

②時 点 ③標準化 ④地域要 ⑤個別的

］

［ ］ ［ ］

［ ］100

100

100

100

　修 正 　補正

対
象
基
準
地
の
前

年
標
準
価
格
等
か

(10)

倍

[令和 8年 1月]

令和 8年 6月 23日 正常価格

令和 8年 7月 2日令和 8年 7月 1日

15,800,000鑑定評価額

(1)価格時点

(2)実地調査日

円 103,000 円／㎡１㎡当たりの価格

(4)鑑定評価日

(5)価格の種類
路線価又は倍率

82,000 円／㎡

１　基本的事項

(6)
路
線
価

倍率種別

(6)市場の特性 同一需給圏は近鉄奈良線沿線で、奈良市を中心とした圏域である。需要者の中心は同一需給圏のうち地縁的選好性を有する
居住者が中心である。中規模一般住宅の多い古くからの住宅地域である。景気は一部に足踏みが残るものの、緩やかに回復
している。土地は１５百万円～２５百万円程度、新築の戸建物件は３０百万円～４０百万円程度の物件が需要の中心となっ
ている。

継続
①-1対象基準地の検討

①-2基準地が共通地点（代表標準地等と同一地
点）である場合の検討

奈良（県） 2－

開発法 開発法による価格 ／   円／㎡

奈良（県） －

基準地番号 提出先

2 奈良県

所属分科会名

奈良第１分科会

業者名

不動産鑑定士氏名

奈良総合鑑定株式会社

西岡譲二



奈良市東九条町５９５番

２階建程度の戸建住宅地

中規模一般住宅に農
地も見られる旧集落
の住宅地域

②標準的使用ｍ東 ｍ、西 ｍ、南 ｍ、北50 60 50 20 戸建住宅地

-

１住居(60,160)
高度(15m)

建築コストの上昇、原油高、各種物価上昇等の影響が懸念される。
宅地需要は地域的な偏りがあり、地価の二極化傾向は継続してい
る。

旧集落地域に存し、交通接近条件や街路条件が劣り、需要は限定
的である。地価は横ばいで推移している。

個別的要因に変動はない。

当該地域は既存の戸建住宅を主体とする住宅地域で、周辺に賃貸収入を目的とする収益物件は見られず、自己利用を前提と
した取引が支配的である。したがって、収益価格は試算せず、市場性を反映した比準価格を採用し、代表標準地の価格との
検討を踏まえ、鑑定評価額を上記のとおり決定した。

［

［

住宅
Ｗ２

農家住宅を中心とした既成住宅地域として熟成しており、地域要因に大きな変動は認められない。当面は現状維持で推移す
るものと予測する。需給動向にも変化はなく、地価は概ね横ばいで推移するものと予測する。

③標準的画地の形状等

⑤周辺の土地の利用の
状況

④敷地の利用の現況

[地域要因]

[個別的要因]

[一般的要因]

価
格
形
成
要
因
の

変
動
状
況

ら
の
検
討

②変動率

前年標準価格 54,300円／㎡

公示価格 円／㎡

標準地番号 -

新規

代表標準地 標準地

公
示
価
格
を

規
準
と
し
た

価
格

54,100

⑥対象基準地
  の規準価格

(円／㎡)

①

標準地番号

奈良 34

代表標準地 標準地 地
域
要
因

街路

交通

環境

行政

その他

+2.0

+2.0

+19.0

+2.0

0.0

標
準
化
補
正

街路

交通

環境

画地

行政

その他

0.0

0.0

0.0

+2.0

0.0

0.0

⑦
内
訳

奈良駅南西方
3.1km

奈良
3.1km

(8)

南3.3m県道

１住居
(60,200)

（その他）　　　　
高度(15m)
(60,160)

特にない 基準方位北　３．
３ｍ県道　

　要因の

　比較

　因の比

　較

水道　
下水

③

間口　約

法令

規制

年地価調査）

(3)最有効使用の判定

(2)

⑦供給

(3)鑑定評価の条件 更地としての鑑定評価

２　鑑定評価額の決定の理由の要旨

(1)

基
準
地

①所在及び地番並びに

　「住居表示」等

③形状

②地積

（㎡）

545

( )

⑨法令上の規制等

1:1.5

⑥接面道路の状況

処理施

設状況

⑧主要な交通施設との

　接近の状況

近
隣
地
域

①範囲

④地域的特性

⑤地域要因の
　将来予測

18.0 ｍ、　奥行　約 30.0  ｍ、　規模 540 ㎡程度、　形状

特記

事項

街

路

交通

施設

(5)鑑定評価の手法
   の適用

取引事例比較法

収益還元法

原価法

比準価格

収益価格

積算価格

54,300 円／㎡

／   円／㎡

／   円／㎡

(4)対象基準地の

個別的要因

(7)試算価格の調整
   ・検証及び鑑定
   評価額の決定の
   理由

公示価格

66,800 円／㎡

②時 点 ③標準化 ④地域要 ⑤個別的

年間 半年間0.0％ ％

126.3 ］

100.4［ ］ 104.0［ ］

102.0［ ］100

100

100

100

　修 正

別記様式第６ 鑑定評価書（令和 8 令和 8年 7月 3日　提出

宅地-1

+4.0方位

　補正

長方形

指
定
基
準
地

か
ら
の
検
討

⑥対象基準地
  の比準価格

(円／㎡)

① 指定基準地番号

-

地
域
要
因

街路

交通

環境

行政

その他

標
準
化
補
正

街路

交通

環境

画地

行政

その他

⑦
内
訳

(9)

　要因の

　比較

　因の比

　較

前年指定基準地の価格

円／㎡

②時 点 ③標準化 ④地域要 ⑤個別的

］

［ ］ ［ ］

［ ］100

100

100

100

　修 正 　補正

対
象
基
準
地
の
前

年
標
準
価
格
等
か

(10)

倍

[令和  年 1月]

令和 8年 6月 29日 正常価格

令和 8年 7月 2日令和 8年 7月 1日

29,600,000鑑定評価額

(1)価格時点

(2)実地調査日

円 54,300 円／㎡１㎡当たりの価格

(4)鑑定評価日

(5)価格の種類
路線価又は倍率

円／㎡

１　基本的事項

(6)
路
線
価

倍率種別

(6)市場の特性 同一需給圏は、ＪＲ関西本線、ＪＲ桜井線沿線で、概ね奈良市南部の既存住宅地域。需要者の中心は、当該地域に地縁的選
好性を有する地元居住者が中心で、他地域からの転入は比較的少ない。対象地域は最寄り駅から遠く、需要も限定的である
ことから、需給動向はやや弱含みである。周辺でのミニ開発による新築分譲住宅は総額３千万円弱で取引されている。

継続
①-1対象基準地の検討

①-2基準地が共通地点（代表標準地等と同一地
点）である場合の検討

奈良（県） 3－

開発法 開発法による価格 ／   円／㎡

奈良（県） －

基準地番号 提出先

3 奈良県

所属分科会名

奈良県第１分科

業者名

不動産鑑定士氏名

みわ不動産鑑定

三和　浩



奈良市南永井町４１１番１１

２階建程度の戸建住宅地

中規模一般住宅が建
ち並ぶ住宅地域

②標準的使用ｍ東 ｍ、西 ｍ、南 ｍ、北50 70 50 60 戸建住宅地

-

１住居(60,200)
高度(15)

奈良市の人口は微減、世帯数は微増、人口高齢化率は微増である。

地価変動率（上昇率）は前年と同程度である。

個別的要因の変動はない。

　当該地域は徒歩圏外にある戸建住宅地域であり、賃貸市場が未熟成なため収益還元法の適用を断念した。よって、対象不
動産の所在、実情（駅から徒歩圏外の中規模一般住宅が建ち並ぶ住宅地域）等も考慮の上、快適性を重視する住宅地域であ
るので市場性を反映した比準価格を採用し、周辺の標準地、基準地との均衡にも留意し、鑑定評価額を上記の通り決定した。

［

［

住宅
ＬＳ２

戸建住宅地域として成熟し、今後とも閑静な住環境を維持するものと予測する。

③標準的画地の形状等

⑤周辺の土地の利用の
状況

④敷地の利用の現況

[地域要因]

[個別的要因]

[一般的要因]

価
格
形
成
要
因
の

変
動
状
況

ら
の
検
討

②変動率

前年標準価格 66,600円／㎡

公示価格 66,800円／㎡

標準地番号 奈良 34-

新規

代表標準地 標準地

公
示
価
格
を

規
準
と
し
た

価
格

⑥対象基準地
  の規準価格

(円／㎡)

①

標準地番号

代表標準地 標準地 地
域
要
因

街路

交通

環境

行政

その他

標
準
化
補
正

街路

交通

環境

画地

行政

その他

⑦
内
訳

奈良駅南方
2.9km

奈良
2.9km

(8)

東5.5m市道

１住居
(60,200)
高度(15)

（その他）　　　　

特にない 基準方位北、　　
５．５ｍ市道

　要因の

　比較

　因の比

　較

水道　
ガス　
下水

③

間口　約

法令

規制

年地価調査）

(3)最有効使用の判定

(2)

⑦供給

(3)鑑定評価の条件 更地としての鑑定評価

２　鑑定評価額の決定の理由の要旨

(1)

基
準
地

①所在及び地番並びに

　「住居表示」等

③形状

②地積

（㎡）

216

( )

⑨法令上の規制等

1:1.5

⑥接面道路の状況

処理施

設状況

⑧主要な交通施設との

　接近の状況

近
隣
地
域

①範囲

④地域的特性

⑤地域要因の
　将来予測

12.0 ｍ、　奥行　約 18.0  ｍ、　規模 220 ㎡程度、　形状

特記

事項

街

路

交通

施設

(5)鑑定評価の手法
   の適用

取引事例比較法

収益還元法

原価法

比準価格

収益価格

積算価格

67,100 円／㎡

／   円／㎡

／   円／㎡

(4)対象基準地の

個別的要因

(7)試算価格の調整
   ・検証及び鑑定
   評価額の決定の
   理由

公示価格

円／㎡

②時 点 ③標準化 ④地域要 ⑤個別的

年間 半年間+0.8 +0.4％ ％

］

［ ］ ［ ］

［ ］100

100

100

100

　修 正

別記様式第６ 鑑定評価書（令和 8 令和 8年 7月 3日　提出

宅地-1

+2.0方位

　補正

ほぼ長方形

指
定
基
準
地

か
ら
の
検
討

⑥対象基準地
  の比準価格

(円／㎡)

① 指定基準地番号

-

地
域
要
因

街路

交通

環境

行政

その他

標
準
化
補
正

街路

交通

環境

画地

行政

その他

⑦
内
訳

(9)

　要因の

　比較

　因の比

　較

前年指定基準地の価格

円／㎡

②時 点 ③標準化 ④地域要 ⑤個別的

］

［ ］ ［ ］

［ ］100

100

100

100

　修 正 　補正

対
象
基
準
地
の
前

年
標
準
価
格
等
か

(10)

倍

[令和  年 1月]

令和 8年 6月 23日 正常価格

令和 8年 7月 2日令和 8年 7月 1日

14,500,000鑑定評価額

(1)価格時点

(2)実地調査日

円 67,100 円／㎡１㎡当たりの価格

(4)鑑定評価日

(5)価格の種類
路線価又は倍率

円／㎡

１　基本的事項

(6)
路
線
価

倍率種別

(6)市場の特性 同一需給圏はＪＲ関西本線沿線で、奈良市を中心とした圏域である。需要者の中心は同一需給圏のうち地縁的選好性を有す
る居住者が中心である。区画整然とした中規模一般住宅が建ち並ぶ住宅地域である。景気は一部に足踏みが残るものの、緩
やかに回復している。土地は１５百万円～２５百万円程度、新築の戸建物件は５０百万円～６０百万円程度の物件が需要の
中心となっている。

継続
①-1対象基準地の検討

①-2基準地が共通地点（代表標準地等と同一地
点）である場合の検討

奈良（県） 4－

開発法 開発法による価格 ／   円／㎡

奈良（県） －

基準地番号 提出先

4 奈良県

所属分科会名

奈良第１分科会

業者名

不動産鑑定士氏名

奈良総合鑑定株式会社

西岡譲二



奈良市右京４丁目１３番２５

低層戸建住宅地

一般住宅の中に医院
等が見られる住宅地
域

②標準的使用ｍ東 ｍ、西 ｍ、南 ｍ、北40 50 70 50 戸建住宅地

-

１低専(40,60)

当市の住宅地は、居住環境の良好な地域については、価格、需
要ともに堅調であるも、金利や建築コストの上昇が懸念される
状況にある。

駅接近性等の利便性に優れるとともに、用途の多様性も認めら
れ、底堅い需要があり、地価は上昇傾向で推移している。

個別的要因に変動はない。

当該地域は、１低専の戸建住宅を中心とした自用目的が支配的な住宅地域であり、賃貸住宅等ほぼ見受けられず、賃貸市
場が形成されていない。よって、収益還元法は非適用とした。そして、比準価格が、代替競争関係にある取引事例に基づ
いて規範性の高い実証的な価格として求められていることから、前年標準価格等からの検討を踏まえ、比準価格をもって
鑑定評価額を上記の通り決定した。

［

［

空地

駅徒歩圏の利便性の高い住宅地域として熟成しており、今後も現況を維持するものと予測する。急行、特急停車駅徒歩圏
の住宅地域として希少性が高く、需要は堅調で、地価は概ね上昇傾向で推移するものと予測する。

③標準的画地の形状等

⑤周辺の土地の利用の
状況

④敷地の利用の現況

[地域要因]

[個別的要因]

[一般的要因]

価
格
形
成
要
因
の

変
動
状
況

ら
の
検
討

②変動率

前年標準価格 170,000円／㎡

公示価格 172,000円／㎡

標準地番号 奈良 13-

新規

代表標準地 標準地

公
示
価
格
を

規
準
と
し
た

価
格

⑥対象基準地
  の規準価格

(円／㎡)

①

標準地番号

代表標準地 標準地 地
域
要
因

街路

交通

環境

行政

その他

標
準
化
補
正

街路

交通

環境

画地

行政

その他

⑦
内
訳

高の原駅南西
550m

高の原
550m

(8)

東6m市道

１低専
(40,60)

（その他）　　　　

特にない 基準方位北
６ｍ市道

　要因の

　比較

　因の比

　較

水道　
ガス　
下水

③

間口　約

法令

規制

年地価調査）

(3)最有効使用の判定

(2)

⑦供給

(3)鑑定評価の条件 更地としての鑑定評価

２　鑑定評価額の決定の理由の要旨

(1)

基
準
地

①所在及び地番並びに

　「住居表示」等

③形状

②地積

（㎡）

215

( )

⑨法令上の規制等

1:1.5

⑥接面道路の状況

処理施

設状況

⑧主要な交通施設との

　接近の状況

近
隣
地
域

①範囲

④地域的特性

⑤地域要因の
　将来予測

12.5 ｍ、　奥行　約 17.0  ｍ、　規模 215 ㎡程度、　形状

特記

事項

街

路

交通

施設

(5)鑑定評価の手法
   の適用

取引事例比較法

収益還元法

原価法

比準価格

収益価格

積算価格

172,000 円／㎡

／   円／㎡

／   円／㎡

(4)対象基準地の

個別的要因

(7)試算価格の調整
   ・検証及び鑑定
   評価額の決定の
   理由

公示価格

円／㎡

②時 点 ③標準化 ④地域要 ⑤個別的

年間 半年間+1.2 0.0％ ％

］

［ ］ ［ ］

［ ］100

100

100

100

　修 正

別記様式第６ 鑑定評価書（令和 8 令和 8年 7月 3日　提出

宅地-1

+2.0方位

　補正

長方形

指
定
基
準
地

か
ら
の
検
討

⑥対象基準地
  の比準価格

(円／㎡)

① 指定基準地番号

-

地
域
要
因

街路

交通

環境

行政

その他

標
準
化
補
正

街路

交通

環境

画地

行政

その他

⑦
内
訳

(9)

　要因の

　比較

　因の比

　較

前年指定基準地の価格

円／㎡

②時 点 ③標準化 ④地域要 ⑤個別的

］

［ ］ ［ ］

［ ］100

100

100

100

　修 正 　補正

対
象
基
準
地
の
前

年
標
準
価
格
等
か

(10)

倍

[令和 8年 1月]

令和 8年 6月 20日 正常価格

令和 8年 6月 25日令和 8年 7月 1日

37,000,000鑑定評価額

(1)価格時点

(2)実地調査日

円 172,000 円／㎡１㎡当たりの価格

(4)鑑定評価日

(5)価格の種類
路線価又は倍率

135,000 円／㎡

１　基本的事項

(6)
路
線
価

倍率種別

(6)市場の特性 同一需給圏は、概ね近鉄奈良線、京都線、けいはんな線沿線の、奈良市北部を中心に、木津川市、精華町を含む居住環境
良好な住宅地域である。需要者は、所得水準の高いサラリーマン層ないし自営業等である。駅徒歩圏にあり、付近に生活
利便施設も多く、居住環境、利便性、地勢ともに良好で、また事務所、店舗等、用途の多様性も認められ、需要は非常に
堅調である。需要の中心となる価格帯は、対象標準地と同規模の土地で概ね３，７００万円程度となっている。

継続
①-1対象基準地の検討

①-2基準地が共通地点（代表標準地等と同一地
点）である場合の検討

奈良（県） 5－

開発法 開発法による価格 ／   円／㎡

奈良（県） －

基準地番号 提出先

5 奈良県

所属分科会名

奈良県第１分科会

業者名

不動産鑑定士氏名

まほろば不動産コンサルティング

秋山　宗一郎



奈良市三条大路４丁目５０１番５

低層の戸建住宅地

新旧住宅の中に店舗
も散見される住宅地
域

②標準的使用ｍ東 ｍ、西 ｍ、南 ｍ、北0 20 60 40 戸建住宅地

-

１住居(60,200)
高度(15)

奈良市は総人口、生産年齢人口とも減少傾向である。地価動向は
交通利便性等の需給動向により、二極化がより進行している。

直接的な地域要因の変化は認められないが、当該地域の不動産の
需給動向は比較的安定しており、地価はやや上昇傾向にて推移し
ている。

個別的要因に変動はない。

周囲には共同住宅も散見されるが、当該地域は自己所有の戸建住宅等が建ち並ぶ住宅地域であり、自己使用目的の取引が支
配的であるため収益価格は試算しない。快適性を重視する住宅地域であることから、自己使用目的で取引され、取引価格の
水準を指標に価格が決定されることが一般的と認められること等を考慮し、代表標準地との検討を踏まえ、比準価格をもっ
て鑑定評価額を上記のとおり決定した。

［

［

住宅
Ｗ２

当該地域は新旧住宅の中に店舗も散見される住宅地域であり、今後も地域要因の大きな変化は考えられず、現状のまま推移
するものと予測する。地価水準はやや上昇傾向にて推移していくものと考える。

③標準的画地の形状等

⑤周辺の土地の利用の
状況

④敷地の利用の現況

[地域要因]

[個別的要因]

[一般的要因]

価
格
形
成
要
因
の

変
動
状
況

ら
の
検
討

②変動率

前年標準価格 92,500円／㎡

公示価格 円／㎡

標準地番号 -

新規

代表標準地 標準地

公
示
価
格
を

規
準
と
し
た

価
格

93,400

⑥対象基準地
  の規準価格

(円／㎡)

①

標準地番号

奈良 40

代表標準地 標準地 地
域
要
因

街路

交通

環境

行政

その他

+1.0

+9.0

+65.0

0.0

0.0

標
準
化
補
正

街路

交通

環境

画地

行政

その他

0.0

0.0

0.0

+4.0

0.0

0.0

⑦
内
訳

尼ヶ駅北東方
950m

尼ヶ辻
950m

(8)

東7m市道

１住居
(60,200)
高度(15)

（その他）　　　　

特にない 基準方位　北　
７ｍ市道

　要因の

　比較

　因の比

　較

水道　
ガス　
下水

③

間口　約

法令

規制

年地価調査）

(3)最有効使用の判定

(2)

⑦供給

(3)鑑定評価の条件 更地としての鑑定評価

２　鑑定評価額の決定の理由の要旨

(1)

基
準
地

①所在及び地番並びに

　「住居表示」等

③形状

「三条大路４－６－８」

②地積

（㎡）

104

( )

⑨法令上の規制等

1:1.5

⑥接面道路の状況

処理施

設状況

⑧主要な交通施設との

　接近の状況

近
隣
地
域

①範囲

④地域的特性

⑤地域要因の
　将来予測

8.0 ｍ、　奥行　約 13.0  ｍ、　規模 100 ㎡程度、　形状

特記

事項

街

路

交通

施設

(5)鑑定評価の手法
   の適用

取引事例比較法

収益還元法

原価法

比準価格

収益価格

積算価格

93,000 円／㎡

／   円／㎡

／   円／㎡

(4)対象基準地の

個別的要因

(7)試算価格の調整
   ・検証及び鑑定
   評価額の決定の
   理由

公示価格

172,000 円／㎡

②時 点 ③標準化 ④地域要 ⑤個別的

年間 半年間+0.5％ ％

181.6 ］

100.6［ ］ 102.0［ ］

104.0［ ］100

100

100

100

　修 正

別記様式第６ 鑑定評価書（令和 8 令和 8年 7月 3日　提出

宅地-1

+2.0方位

　補正

ほぼ長方形

指
定
基
準
地

か
ら
の
検
討

⑥対象基準地
  の比準価格

(円／㎡)

① 指定基準地番号

-

地
域
要
因

街路

交通

環境

行政

その他

標
準
化
補
正

街路

交通

環境

画地

行政

その他

⑦
内
訳

(9)

　要因の

　比較

　因の比

　較

前年指定基準地の価格

円／㎡

②時 点 ③標準化 ④地域要 ⑤個別的

］

［ ］ ［ ］

［ ］100

100

100

100

　修 正 　補正

対
象
基
準
地
の
前

年
標
準
価
格
等
か

(10)

倍

[令和 8年 1月]

令和 8年 6月 22日 正常価格

令和 8年 7月 1日令和 8年 7月 1日

9,670,000鑑定評価額

(1)価格時点

(2)実地調査日

円 93,000 円／㎡１㎡当たりの価格

(4)鑑定評価日

(5)価格の種類
路線価又は倍率

74,000 円／㎡

１　基本的事項

(6)
路
線
価

倍率種別

(6)市場の特性 同一需給圏は近鉄橿原線、同奈良線等沿線で、概ね奈良市及びその周辺都市の住宅地域を中心とする圏域である。需要者は
奈良市居住者が中心であるが、周辺地域からの転入も見込まれる。新旧住宅の中に店舗も散見される住宅地域であり、最寄
駅徒歩圏でもあることから需給関係は比較的安定している。土地の中心価格帯は、基準地と同規模程度で９７０万円程度と
なっている。

継続
①-1対象基準地の検討

①-2基準地が共通地点（代表標準地等と同一地
点）である場合の検討

奈良（県） 6－

開発法 開発法による価格 ／   円／㎡

奈良（県） －

基準地番号 提出先

6 奈良県

所属分科会名

奈良第１分科会

業者名

不動産鑑定士氏名

土井鑑定研究所

土井　元



奈良市大安寺５丁目９７４番４外

低層戸建住宅地

農家住宅、一般住宅
が混在する既成の住
宅地域

②標準的使用ｍ東 ｍ、西 ｍ、南 ｍ、北40 50 30 20 低層住宅地

-

１住居(60,172)
高度地区(最高 15m)

地価は、建築費上昇や少子高齢化等の不安要素を抱え、下落基調
にある地域と旺盛な需要に支えられている地域の二極化が進行し
ている。

路線商業施設にも近接し生活利便性に恵まれているが、建築費上
昇の影響を受け、地価は横ばいとなっている。

個別的要因に変動はない。

ＪＲ奈良駅南方の住宅地から取引事例を収集し、取引事例比較法を適用した。当該地域は周辺に共同住宅等の収益物件も見
られる住宅地域であるが、自己所有の戸建住宅を中心とし、土地価格に見合う賃料水準が形成されていないため、収益還元
法の適用を断念した。そこで代表標準地との検討を踏まえ、規範性、信頼性のある比準価格を採用し、鑑定評価額を上記の
とおり決定した。

［

［

住宅
Ｗ２

近隣地域はＪＲ奈良駅に比較的近く、周辺には中小規模の戸建住宅、農家住宅、賃貸マンション等が混在し、商業施設にも
近接している。本状況は当面維持され、地価も同水準で推移するものと予測する。

③標準的画地の形状等

⑤周辺の土地の利用の
状況

④敷地の利用の現況

[地域要因]

[個別的要因]

[一般的要因]

価
格
形
成
要
因
の

変
動
状
況

ら
の
検
討

②変動率

前年標準価格 64,300円／㎡

公示価格 円／㎡

標準地番号 -

新規

代表標準地 標準地

公
示
価
格
を

規
準
と
し
た

価
格

63,900

⑥対象基準地
  の規準価格

(円／㎡)

①

標準地番号

奈良 34

代表標準地 標準地 地
域
要
因

街路

交通

環境

行政

その他

+1.0

-4.0

+4.0

+2.0

0.0

標
準
化
補
正

街路

交通

環境

画地

行政

その他

0.0

0.0

0.0

+2.0

0.0

0.0

⑦
内
訳

奈良駅南
1.3km

奈良
1.3km

(8)

北4.3m市道

１住居
(60,200)

（その他）　　　　
高度地区(最高 15m)

(60,172)

ＪＲ奈良駅南部の農家住宅
、一般住宅が混在する地域

基準方位　北４．
３ｍ市道

　要因の

　比較

　因の比

　較

水道　
下水

③

間口　約

法令

規制

年地価調査）

(3)最有効使用の判定

(2)

⑦供給

(3)鑑定評価の条件 更地としての鑑定評価

２　鑑定評価額の決定の理由の要旨

(1)

基
準
地

①所在及び地番並びに

　「住居表示」等

③形状

「大安寺５－９－１４」

②地積

（㎡）

223

( )

⑨法令上の規制等

1:2.5

⑥接面道路の状況

処理施

設状況

⑧主要な交通施設との

　接近の状況

近
隣
地
域

①範囲

④地域的特性

⑤地域要因の
　将来予測

10.0 ｍ、　奥行　約 23.0  ｍ、　規模 230 ㎡程度、　形状

特記

事項

街

路

交通

施設

(5)鑑定評価の手法
   の適用

取引事例比較法

収益還元法

原価法

比準価格

収益価格

積算価格

64,300 円／㎡

／   円／㎡

／   円／㎡

(4)対象基準地の

個別的要因

(7)試算価格の調整
   ・検証及び鑑定
   評価額の決定の
   理由

公示価格

66,800 円／㎡

②時 点 ③標準化 ④地域要 ⑤個別的

年間 半年間0.0％ ％

102.9 ］

100.4［ ］ 100［ ］

102.0［ ］100

100

100

100

　修 正

別記様式第６ 鑑定評価書（令和 8 令和 8年 7月 3日　提出

宅地-1

0.0方位

　補正

長方形

指
定
基
準
地

か
ら
の
検
討

⑥対象基準地
  の比準価格

(円／㎡)

① 指定基準地番号

-

地
域
要
因

街路

交通

環境

行政

その他

標
準
化
補
正

街路

交通

環境

画地

行政

その他

⑦
内
訳

(9)

　要因の

　比較

　因の比

　較

前年指定基準地の価格

円／㎡

②時 点 ③標準化 ④地域要 ⑤個別的

］

［ ］ ［ ］

［ ］100

100

100

100

　修 正 　補正

対
象
基
準
地
の
前

年
標
準
価
格
等
か

(10)

倍

[令和 8年 1月]

令和 8年 7月 1日 正常価格

令和 8年 7月 1日令和 8年 7月 1日

14,300,000鑑定評価額

(1)価格時点

(2)実地調査日

円 64,300 円／㎡１㎡当たりの価格

(4)鑑定評価日

(5)価格の種類
路線価又は倍率

円／㎡

1.1

１　基本的事項

(6)
路
線
価

倍率種別

(6)市場の特性 同一需給圏は奈良市南東部、ＪＲ関西本線奈良駅から南部の混在住宅地域等を中心とする圏域である。需要者の属性は、地
元奈良市を中心とし、その周辺市町村の居住者である。市場の動向は、地域を縦断する幹線道路沿いには飲食、物販、自動
車販売等の路線商業店舗が集積し、需給関係は安定しているものの、建築費上昇の影響を受け、地価は横ばい傾向となって
いる。市場で中心となる価格帯は、土地２２０㎡程度で、総額１４００万円前後と思料する。

継続
①-1対象基準地の検討

①-2基準地が共通地点（代表標準地等と同一地
点）である場合の検討

奈良（県） 7－

開発法 開発法による価格 ／   円／㎡

奈良（県） －

基準地番号 提出先

7 奈良県

所属分科会名

奈良第1

業者名

不動産鑑定士氏名

近鉄不動産株式会社

津石　哲志



奈良市七条１丁目４０５番１０

２階建程度の戸建住宅地

一般住宅が建ち並ぶ
旧集落に接した住宅
地域

②標準的使用ｍ東 ｍ、西 ｍ、南 ｍ、北0 50 100 40 戸建住宅地

-

１低専(40,60)

建築コスト高騰や物価高に加え、一部建築資材等の不足が需要
に影響している。地域による地価の二極化も引き続き見られる。

周辺道路は連続性にやや劣るが、居住環境は比較的良好である。
需給は安定している。

個別的要因に変動はない。

中規模戸建住宅が建ち並ぶ住宅地域であり、自己利用目的の取引が中心で、賃貸市場は未成熟である。したがって、収益
価格は試算せず、戸建住宅の取引事例を基に、市場の実態を反映した比準価格を採用し、代表標準地との検討を踏まえ、
鑑定評価額を上記の通りと決定した。

［

［

住宅
Ｗ２

最寄り駅徒歩圏に存する既成の住宅地域である。郊外の住宅地域で、生活利便性は比較的良いことから地価は横ばい乃至
やや上昇傾向で推移するものと予測する。

③標準的画地の形状等

⑤周辺の土地の利用の
状況

④敷地の利用の現況

[地域要因]

[個別的要因]

[一般的要因]

価
格
形
成
要
因
の

変
動
状
況

ら
の
検
討

②変動率

前年標準価格 69,800円／㎡

公示価格 円／㎡

標準地番号 -

新規

代表標準地 標準地

公
示
価
格
を

規
準
と
し
た

価
格

70,800

⑥対象基準地
  の規準価格

(円／㎡)

①

標準地番号

奈良 44

代表標準地 標準地 地
域
要
因

街路

交通

環境

行政

その他

-2.0

-3.0

+17.0

0.0

0.0

標
準
化
補
正

街路

交通

環境

画地

行政

その他

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

⑦
内
訳

九条駅北方
600m

九条
600m

(8)

西6m市道

１低専
(40,60)

（その他）　　　　

特にない 基準方位北、６ｍ
市道

　要因の

　比較

　因の比

　較

水道　
下水

③

間口　約

法令

規制

年地価調査）

(3)最有効使用の判定

(2)

⑦供給

(3)鑑定評価の条件 更地としての鑑定評価

２　鑑定評価額の決定の理由の要旨

(1)

基
準
地

①所在及び地番並びに

　「住居表示」等

③形状

「七条１－２０－２６」

②地積

（㎡）

233

( )

⑨法令上の規制等

1:1.2

⑥接面道路の状況

処理施

設状況

⑧主要な交通施設との

　接近の状況

近
隣
地
域

①範囲

④地域的特性

⑤地域要因の
　将来予測

14.0 ｍ、　奥行　約 16.0  ｍ、　規模 230 ㎡程度、　形状

特記

事項

街

路

交通

施設

(5)鑑定評価の手法
   の適用

取引事例比較法

収益還元法

原価法

比準価格

収益価格

積算価格

70,500 円／㎡

／   円／㎡

／   円／㎡

(4)対象基準地の

個別的要因

(7)試算価格の調整
   ・検証及び鑑定
   評価額の決定の
   理由

公示価格

77,900 円／㎡

②時 点 ③標準化 ④地域要 ⑤個別的

年間 半年間+1.0％ ％

111.2 ］

100［ ］ 101.0［ ］

100［ ］100

100

100

100

　修 正

別記様式第６ 鑑定評価書（令和 8 令和 8年 7月 3日　提出

宅地-1

+1.0方位

　補正

長方形

指
定
基
準
地

か
ら
の
検
討

⑥対象基準地
  の比準価格

(円／㎡)

① 指定基準地番号

-

地
域
要
因

街路

交通

環境

行政

その他

標
準
化
補
正

街路

交通

環境

画地

行政

その他

⑦
内
訳

(9)

　要因の

　比較

　因の比

　較

前年指定基準地の価格

円／㎡

②時 点 ③標準化 ④地域要 ⑤個別的

］

［ ］ ［ ］

［ ］100

100

100

100

　修 正 　補正

対
象
基
準
地
の
前

年
標
準
価
格
等
か

(10)

倍

[令和  年 1月]

令和 8年 6月 29日 正常価格

令和 8年 7月 2日令和 8年 7月 1日

16,400,000鑑定評価額

(1)価格時点

(2)実地調査日

円 70,500 円／㎡１㎡当たりの価格

(4)鑑定評価日

(5)価格の種類
路線価又は倍率

円／㎡

１　基本的事項

(6)
路
線
価

倍率種別

(6)市場の特性 同一需給圏は、奈良県北西部を中心とした居住環境の良好な住宅地域の圏域。需要者の中心は、奈良市及び周辺市町の居
住者と想定される。圏外からの転入も認められる。最寄り駅徒歩圏に位置し、生活利便性も比較的良いことから、需要は
安定している。需要の中心となる価格帯は、対象地の規模で約１６００万円程度と推察される。新築戸建住宅の供給は少
ない。

継続
①-1対象基準地の検討

①-2基準地が共通地点（代表標準地等と同一地
点）である場合の検討

奈良（県） 8－

開発法 開発法による価格 ／   円／㎡

奈良（県） －

基準地番号 提出先

8 奈良県

所属分科会名

奈良県第１分科会

業者名

不動産鑑定士氏名

有限会社若草不動産鑑定

梅本　剛



奈良市五条畑１丁目１０５６番１６４

２階建程度の戸建住宅地

中規模一般住宅が多
い分譲住宅地域

②標準的使用ｍ東 ｍ、西 ｍ、南 ｍ、北50 60 60 50 戸建住宅地

-

１低専(40,60)

奈良市の人口は微減、世帯数は微増、人口高齢化率は微増である。

地価変動率は前年と同程度である。

個別的要因の変動はない。

　当該地域は戸建住宅が中心で賃貸市場に馴染みにくい地域等の為、収益還元法の適用は断念した。よって、対象不動産の
所在、実情（駅から徒歩圏内の中規模一般住宅が建ち並ぶ住宅地域）等も考慮の上、快適性を重視する住宅地域であるので
市場性を反映した比準価格を採用し、代表標準地（奈良－３８）との検討を踏まえ、鑑定評価額を上記の通り決定した。

［

［

住宅
Ｗ２

現況が持続するものと予測する。

③標準的画地の形状等

⑤周辺の土地の利用の
状況

④敷地の利用の現況

[地域要因]

[個別的要因]

[一般的要因]

価
格
形
成
要
因
の

変
動
状
況

ら
の
検
討

②変動率

前年標準価格 69,800円／㎡

公示価格 円／㎡

標準地番号 -

新規

代表標準地 標準地

公
示
価
格
を

規
準
と
し
た

価
格

69,500

⑥対象基準地
  の規準価格

(円／㎡)

①

標準地番号

奈良 38

代表標準地 標準地 地
域
要
因

街路

交通

環境

行政

その他

0.0

+7.0

+57.0

0.0

0.0

標
準
化
補
正

街路

交通

環境

画地

行政

その他

0.0

0.0

0.0

+1.0

0.0

0.0

⑦
内
訳

尼ヶ駅南西方
1.8km

尼ヶ
1.8km

(8)

北6m市道

１低専
(40,60)

（その他）　　　　

特にない 基準方位北、　　
６ｍ市道

　要因の

　比較

　因の比

　較

水道　
ガス　
下水

③

間口　約

法令

規制

年地価調査）

(3)最有効使用の判定

(2)

⑦供給

(3)鑑定評価の条件 更地としての鑑定評価

２　鑑定評価額の決定の理由の要旨

(1)

基
準
地

①所在及び地番並びに

　「住居表示」等

③形状

「五条畑１－２１－５」

②地積

（㎡）

239

( )

⑨法令上の規制等

1.2:1

⑥接面道路の状況

処理施

設状況

⑧主要な交通施設との

　接近の状況

近
隣
地
域

①範囲

④地域的特性

⑤地域要因の
　将来予測

16.0 ｍ、　奥行　約 14.5  ｍ、　規模 240 ㎡程度、　形状

特記

事項

街

路

交通

施設

(5)鑑定評価の手法
   の適用

取引事例比較法

収益還元法

原価法

比準価格

収益価格

積算価格

69,800 円／㎡

／   円／㎡

／   円／㎡

(4)対象基準地の

個別的要因

(7)試算価格の調整
   ・検証及び鑑定
   評価額の決定の
   理由

公示価格

116,000 円／㎡

②時 点 ③標準化 ④地域要 ⑤個別的

年間 半年間0.0％ ％

168.0 ］

101.7［ ］ 100［ ］

101.0［ ］100

100

100

100

　修 正

別記様式第６ 鑑定評価書（令和 8 令和 8年 7月 3日　提出

宅地-1

0.0方位

　補正

ほぼ長方形

指
定
基
準
地

か
ら
の
検
討

⑥対象基準地
  の比準価格

(円／㎡)

① 指定基準地番号

-

地
域
要
因

街路

交通

環境

行政

その他

標
準
化
補
正

街路

交通

環境

画地

行政

その他

⑦
内
訳

(9)

　要因の

　比較

　因の比

　較

前年指定基準地の価格

円／㎡

②時 点 ③標準化 ④地域要 ⑤個別的

］

［ ］ ［ ］

［ ］100

100

100

100

　修 正 　補正

対
象
基
準
地
の
前

年
標
準
価
格
等
か

(10)

倍

[令和  年 1月]

令和 8年 6月 23日 正常価格

令和 8年 7月 2日令和 8年 7月 1日

16,700,000鑑定評価額

(1)価格時点

(2)実地調査日

円 69,800 円／㎡１㎡当たりの価格

(4)鑑定評価日

(5)価格の種類
路線価又は倍率

円／㎡

１　基本的事項

(6)
路
線
価

倍率種別

(6)市場の特性 　同一需給圏は近鉄橿原線沿線で、奈良市を中心とした圏域である。需要者の中心は同一需給圏のうち地縁的選好性を有す
る居住者が中心である。区画整然とした中規模一般住宅が建ち並ぶ住宅地域である。景気は一部に足踏みが残るものの、緩
やかに回復している。土地は１５百万円～２５百万円程度、新築の戸建物件は３５百万円～４５百万円程度の物件が需要の
中心となっている。

継続
①-1対象基準地の検討

①-2基準地が共通地点（代表標準地等と同一地
点）である場合の検討

奈良（県） 9－

開発法 開発法による価格 ／   円／㎡

奈良（県） －

基準地番号 提出先

9 奈良県

所属分科会名

奈良第１分科会

業者名

不動産鑑定士氏名

奈良総合鑑定株式会社

西岡譲二



奈良市芝町８６６番２

中低層住宅地

住宅、アパート、店
舗等が混在する既成
住宅地域

②標準的使用ｍ東 ｍ、西 ｍ、南 ｍ、北70 100 50 55 中低層住宅地

-

１住居(60,200)
高度(15)

　物価高騰、円安等で可処分所得が減少する中、更に中東情勢が
不安定であり、地価は二極化が顕著であるが、先行きは不透明で
ある。

主要駅から徒歩圏の混在住宅地域として地域要因に特段の変化は
なく、稀少性により今後も需要は堅調と考えられる。

　個別的要因に変動はない。

　近隣地域は、自用の戸建住宅を中心に賃貸共同住宅も見られる住宅地域であるが、間口の狭い奥行の深い形状等から、賃
貸用不動産を建築しにくい土地が多い地域であり、自己所有目的での取引が中心である。検証のため収益還元法を適用した
が、収益価格は低位に査定された。したがって、収益価格は参考に留め、同一需給圏の類似地域内の取引事例から試算され
た比準価格を採用し、前年標準地価格との均衡にも留意のうえ、鑑定評価額を上記の通り決定した。

［

［

店舗兼住宅
Ｓ３

　一般住宅、アパート等が混在する住宅地域であり、今後も現状が維持されるものと予測する。奈良市中心部の駅から徒歩
圏内の稀少性により、共同住宅の需要もあって、地価は当面上昇傾向で推移するものと予測する。

③標準的画地の形状等

⑤周辺の土地の利用の
状況

④敷地の利用の現況

[地域要因]

[個別的要因]

[一般的要因]

価
格
形
成
要
因
の

変
動
状
況

ら
の
検
討

②変動率

前年標準価格 169,000円／㎡

公示価格 172,000円／㎡

標準地番号 奈良 40-

新規

代表標準地 標準地

公
示
価
格
を

規
準
と
し
た

価
格

⑥対象基準地
  の規準価格

(円／㎡)

①

標準地番号

代表標準地 標準地 地
域
要
因

街路

交通

環境

行政

その他

標
準
化
補
正

街路

交通

環境

画地

行政

その他

⑦
内
訳

近鉄奈良駅北西
700m

近鉄奈良
700m

(8)

南9.5m市道

１住居
(60,200)
高度(15)

（その他）　　　　

特にない 基準方位北、　９
．５ｍ市道

　要因の

　比較

　因の比

　較

水道　
ガス　
下水

③

間口　約

法令

規制

年地価調査）

(3)最有効使用の判定

(2)

⑦供給

(3)鑑定評価の条件 更地としての鑑定評価

２　鑑定評価額の決定の理由の要旨

(1)

基
準
地

①所在及び地番並びに

　「住居表示」等

③形状

②地積

（㎡）

136

( )

⑨法令上の規制等

不整形
1:3.5

⑥接面道路の状況

処理施

設状況

⑧主要な交通施設との

　接近の状況

近
隣
地
域

①範囲

④地域的特性

⑤地域要因の
　将来予測

6.5 ｍ、　奥行　約 22.0  ｍ、　規模 140 ㎡程度、　形状

特記

事項

街

路

交通

施設

(5)鑑定評価の手法
   の適用

取引事例比較法

収益還元法

原価法

比準価格

収益価格

積算価格

173,000 円／㎡

69,600 円／㎡

／   円／㎡

(4)対象基準地の

個別的要因

(7)試算価格の調整
   ・検証及び鑑定
   評価額の決定の
   理由

公示価格

円／㎡

②時 点 ③標準化 ④地域要 ⑤個別的

年間 半年間+2.4 +0.6％ ％

］

［ ］ ［ ］

［ ］100

100

100

100

　修 正

別記様式第６ 鑑定評価書（令和 8 令和 8年 7月 3日　提出

宅地-1

0.0

+4.0

形状

方位

　補正

長方形

指
定
基
準
地

か
ら
の
検
討

⑥対象基準地
  の比準価格

(円／㎡)

① 指定基準地番号

-

地
域
要
因

街路

交通

環境

行政

その他

標
準
化
補
正

街路

交通

環境

画地

行政

その他

⑦
内
訳

(9)

　要因の

　比較

　因の比

　較

前年指定基準地の価格

円／㎡

②時 点 ③標準化 ④地域要 ⑤個別的

］

［ ］ ［ ］

［ ］100

100

100

100

　修 正 　補正

対
象
基
準
地
の
前

年
標
準
価
格
等
か

(10)

倍

[令和 8年 1月]

令和 8年 6月 24日 正常価格

令和 8年 7月 2日令和 8年 7月 1日

23,500,000鑑定評価額

(1)価格時点

(2)実地調査日

円 173,000 円／㎡１㎡当たりの価格

(4)鑑定評価日

(5)価格の種類
路線価又は倍率

130,000 円／㎡

１　基本的事項

(6)
路
線
価

倍率種別

(6)市場の特性 　近隣地域の同一需給圏は近鉄奈良駅から徒歩圏内の住宅地域の圏域。需要者は同一需給圏内の居住者を中心に、他市町か
らの転入も見られる。近隣地域は主要駅から徒歩圏内の混在住宅地という利点により稀少性から需要は堅調で、近年はアパ
ート等の需要もあり、当面、地価は上昇傾向が続くものと思われる。土地は基準地と同程度の規模で２，３００万円前後、
中古戸建住宅は３，５００万円前後の物件が需要の中心となっていると思われる。

継続
①-1対象基準地の検討

①-2基準地が共通地点（代表標準地等と同一地
点）である場合の検討

奈良（県） 10－

開発法 開発法による価格 ／   円／㎡

奈良（県） －

基準地番号 提出先

10 奈良県

所属分科会名

奈良第１分科会

業者名

不動産鑑定士氏名

昭和コンサルタント株式会社

藤村　光世



奈良市月ヶ瀬石打９０１番２外

低層の農家住宅地

農地、山林に囲まれ
た山間の農村集落地
域

26

②標準的使用ｍ東 ｍ、西 ｍ、南 ｍ、北20 60 60 30 農家住宅地

-

都計外
土砂災害警戒区域

奈良市北東部の山間農家集落地域については、少子高齢化、過
疎化が進んでおり、需要は持続的に弱含んでいる。

山間部の農家集落地域であり、地域要因に大きな変動は特段見
受けられない。地価は軟調に推移している。

個別的要因に変動は無い。

対象基準地は、奈良市中心部から遠く離れた山間部の農家集落地域にあり、取引に当たっては自己利用目的が中心で、賃
貸市場は形成されていない。このため収益還元法の適用は断念した。取引事例比較法において採用した取引事例について
は、比較可能なものを選択しており、査定された比準価格は市場性を反映し実証的である。従って、本件では規範性が認
められる比準価格を妥当なものと判断し、指定基準地との検討を踏まえ鑑定評価額を上記の通り決定した。

［

［

住宅
Ｗ１

市街地から遠い山間部の農家集落地域であり、地域特性の変動も特段見受けられない。少子高齢化、過疎化の影響から需
要は弱含みで、地価も持続的に下落傾向で推移するものと予測される。

③標準的画地の形状等

⑤周辺の土地の利用の
状況

④敷地の利用の現況

[地域要因]

[個別的要因]

[一般的要因]

価
格
形
成
要
因
の

変
動
状
況

ら
の
検
討

②変動率

前年標準価格 8,100円／㎡

公示価格 円／㎡

標準地番号 -

新規

代表標準地 標準地

公
示
価
格
を

規
準
と
し
た

価
格

⑥対象基準地
  の規準価格

(円／㎡)

①

標準地番号

代表標準地 標準地 地
域
要
因

街路

交通

環境

行政

その他

標
準
化
補
正

街路

交通

環境

画地

行政

その他

⑦
内
訳

上野市駅南西
9.2km

上野市
9.2km

(8)

南東6.9m県道

都計外

（その他）　　　　
土砂災害警戒区域

特にない ６．９ｍ県道

　要因の

　比較

　因の比

　較

水道　
下水

③

間口　約

法令

規制

年地価調査）

(3)最有効使用の判定

(2)

⑦供給

(3)鑑定評価の条件 更地としての鑑定評価

２　鑑定評価額の決定の理由の要旨

(1)

基
準
地

①所在及び地番並びに

　「住居表示」等

③形状

②地積

（㎡）

748

( )

⑨法令上の規制等

不整形
1.2:1

⑥接面道路の状況

処理施

設状況

⑧主要な交通施設との

　接近の状況

近
隣
地
域

①範囲

④地域的特性

⑤地域要因の
　将来予測

29.0 ｍ、　奥行　約 23.0  ｍ、　規模 670 ㎡程度、　形状

特記

事項

街

路

交通

施設

(5)鑑定評価の手法
   の適用

取引事例比較法

収益還元法

原価法

比準価格

収益価格

積算価格

8,000 円／㎡

／   円／㎡

／   円／㎡

(4)対象基準地の

個別的要因

(7)試算価格の調整
   ・検証及び鑑定
   評価額の決定の
   理由

公示価格

円／㎡

②時 点 ③標準化 ④地域要 ⑤個別的

年間 半年間-1.2％ ％

］

［ ］ ［ ］

［ ］100

100

100

100

　修 正

別記様式第６ 鑑定評価書（令和 8 令和 8年 7月 3日　提出

宅地-1

ない

　補正

ほぼ長方形

指
定
基
準
地

か
ら
の
検
討

7,990

⑥対象基準地
  の比準価格

(円／㎡)

① 指定基準地番号

奈良（県） -

地
域
要
因

街路

交通

環境

行政

その他

+1.0

0.0

-7.0

0.0

0.0

標
準
化
補
正

街路

交通

環境

画地

行政

その他

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

⑦
内
訳

(9)

　要因の

　比較

　因の比

　較

前年指定基準地の価格

7,600 円／㎡

②時 点 ③標準化 ④地域要 ⑤個別的

93.9 ］

98.7［ ］ 100［ ］

100［ ］100

100

100

100

　修 正 　補正

対
象
基
準
地
の
前

年
標
準
価
格
等
か

(10)

倍

[令和  年 1月]

令和 8年 6月 20日 正常価格

令和 8年 6月 25日令和 8年 7月 1日

5,980,000鑑定評価額

(1)価格時点

(2)実地調査日

円 8,000 円／㎡１㎡当たりの価格

(4)鑑定評価日

(5)価格の種類
路線価又は倍率

円／㎡

１　基本的事項

(6)
路
線
価

倍率種別

(6)市場の特性 同一需給圏は奈良市北東部及びその周辺地域の山間部に存する農家集落地域一帯。需要者は、過疎化の進展により圏外か
らの転入は殆ど見受けられず地縁や血縁に基づくものがほとんど。農業中心の山間部の集落地域で、大きな地域変動は無
く奈良市中心部からも遠いため、圏内の不動産需要は低調で、土地取引は少なく、地価も弱含んでいる。成立した不動産
取引には地縁や血縁等の特殊事情もみられ、成約価格にもばらつきがあり、中心的な価格水準の把握は困難。

継続
①-1対象基準地の検討

①-2基準地が共通地点（代表標準地等と同一地
点）である場合の検討

奈良（県） 11－

開発法 開発法による価格 ／   円／㎡

奈良（県） －

基準地番号 提出先

11 奈良県

所属分科会名

奈良県第１分科会

業者名

不動産鑑定士氏名

まほろば不動産コンサルティング

秋山　宗一郎



奈良市若葉台１丁目３５５番１９１

低層の戸建住宅地

中規模一般住宅が建
ち並ぶ閑静な住宅地
域

②標準的使用ｍ東 ｍ、西 ｍ、南 ｍ、北50 150 25 50 戸建住宅地

-

１低専(40,60)
風致（３種）

奈良市は総人口、生産年齢人口とも減少傾向である。地価動向は
交通利便性等の需給動向により、二極化がより進行している。

直接的な地域要因の変化は認められず、当該地域の不動産の需給
動向及び地価水準は安定的に推移している。

個別的要因に変動はない。

当該地域は中規模一般住宅が建ち並ぶ区画整然とした住宅地域であり、共同住宅等の収益物件はなく、賃貸市場が未成熟な
ため収益価格は試算しない。快適性を重視する住宅地域であることから、自己使用目的で取引され、取引価格の水準を指標
に価格が決定されることが一般的と認められること等を考慮し、規範性の高い取引事例を基に適正に試算された比準価格を
もって、鑑定評価額を上記のとおり決定した。

［

［

住宅
Ｗ２

当該地域は中規模一般住宅が建ち並ぶ閑静な住宅地域であり、今後も地域要因の大きな変化は考えられず、現状のまま推移
するものと予測する。地価水準は安定的に推移していくものと考える。

③標準的画地の形状等

⑤周辺の土地の利用の
状況

④敷地の利用の現況

[地域要因]

[個別的要因]

[一般的要因]

価
格
形
成
要
因
の

変
動
状
況

ら
の
検
討

②変動率

前年標準価格 75,600円／㎡

公示価格 77,900円／㎡

標準地番号 奈良 44-

新規

代表標準地 標準地

公
示
価
格
を

規
準
と
し
た

価
格

⑥対象基準地
  の規準価格

(円／㎡)

①

標準地番号

代表標準地 標準地 地
域
要
因

街路

交通

環境

行政

その他

標
準
化
補
正

街路

交通

環境

画地

行政

その他

⑦
内
訳

菖蒲池駅南東方
1.4km

菖蒲池
1.4km

(8)

北4.5m市道

１低専
(40,60)

（その他）　　　　
風致（３種）

特にない 基準方位　北　
４．５ｍ市道

　要因の

　比較

　因の比

　較

水道　
ガス　
下水

③

間口　約

法令

規制

年地価調査）

(3)最有効使用の判定

(2)

⑦供給

(3)鑑定評価の条件 更地としての鑑定評価

２　鑑定評価額の決定の理由の要旨

(1)

基
準
地

①所在及び地番並びに

　「住居表示」等

③形状

「若葉台１－３－８」

②地積

（㎡）

224

( )

⑨法令上の規制等

1:1.2

⑥接面道路の状況

処理施

設状況

⑧主要な交通施設との

　接近の状況

近
隣
地
域

①範囲

④地域的特性

⑤地域要因の
　将来予測

13.5 ｍ、　奥行　約 16.5  ｍ、　規模 220 ㎡程度、　形状

特記

事項

街

路

交通

施設

(5)鑑定評価の手法
   の適用

取引事例比較法

収益還元法

原価法

比準価格

収益価格

積算価格

77,900 円／㎡

／   円／㎡

／   円／㎡

(4)対象基準地の

個別的要因

(7)試算価格の調整
   ・検証及び鑑定
   評価額の決定の
   理由

公示価格

円／㎡

②時 点 ③標準化 ④地域要 ⑤個別的

年間 半年間+3.0 0.0％ ％

］

［ ］ ［ ］

［ ］100

100

100

100

　修 正

別記様式第６ 鑑定評価書（令和 8 令和 8年 7月 3日　提出

宅地-1

0.0方位

　補正

ほぼ長方形

指
定
基
準
地

か
ら
の
検
討

⑥対象基準地
  の比準価格

(円／㎡)

① 指定基準地番号

-

地
域
要
因

街路

交通

環境

行政

その他

標
準
化
補
正

街路

交通

環境

画地

行政

その他

⑦
内
訳

(9)

　要因の

　比較

　因の比

　較

前年指定基準地の価格

円／㎡

②時 点 ③標準化 ④地域要 ⑤個別的

］

［ ］ ［ ］

［ ］100

100

100

100

　修 正 　補正

対
象
基
準
地
の
前

年
標
準
価
格
等
か

(10)

倍

[令和 8年 1月]

令和 8年 6月 22日 正常価格

令和 8年 7月 1日令和 8年 7月 1日

17,400,000鑑定評価額

(1)価格時点

(2)実地調査日

円 77,900 円／㎡１㎡当たりの価格

(4)鑑定評価日

(5)価格の種類
路線価又は倍率

62,000 円／㎡

１　基本的事項

(6)
路
線
価

倍率種別

(6)市場の特性 同一需給圏は近鉄奈良線等沿線で、概ね奈良市の中規模住宅地域を中心とする圏域である。需要者は奈良市居住者が中心で
あるが、周辺地域からの転入も見込まれる。中規模一般住宅が建ち並ぶ住宅地域であり、最寄駅まではやや距離があるもの
の、周辺にはバス便も整備されており選好性も見込める地域である。土地の中心価格帯は、基準地と同規模程度で１，７０
０万円程度となっている。

継続
①-1対象基準地の検討

①-2基準地が共通地点（代表標準地等と同一地
点）である場合の検討

奈良（県） 12－

開発法 開発法による価格 ／   円／㎡

奈良（県） －

基準地番号 提出先

12 奈良県

所属分科会名

奈良第１分科会

業者名

不動産鑑定士氏名

土井鑑定研究所

土井　元



奈良市左京２丁目２番３４

低層の戸建住宅地

中規模一般住宅が建
ち並ぶ区画整然とし
た住宅地域

②標準的使用ｍ東 ｍ、西 ｍ、南 ｍ、北30 50 20 20 戸建住宅地

-

１低専(40,60)

奈良市は総人口、生産年齢人口とも減少傾向である。地価動向は
交通利便性等の需給動向により、二極化がより進行している。

直接的な地域要因の変化は認められず、不動産の需給動向にも大
きな動きはなく、地価は概ね横ばい傾向にて推移している。

個別的要因に変動はない。

当該地域は最寄駅からはやや遠方に位置する自己所有の中規模一般住宅が建ち並ぶ区画整然とした住宅地域であり、自己使
用目的の取引が支配的で賃貸市場が未成熟なため収益価格は試算しない。よって本件においては、代表標準地との検討を踏
まえ、信頼性の高い複数の取引事例を基に市場実態を適正に反映した比準価格をもって、鑑定評価額を上記のとおり決定し
た。

［

［

住宅
Ｗ２

当該地域は中規模一般住宅が建ち並ぶ区画整然とした住宅地域であり、今後も地域要因の大きな変化は考えられず、現状の
まま推移するものと予測する。地価水準は概ね横ばい傾向にて推移していくものと考える。

③標準的画地の形状等

⑤周辺の土地の利用の
状況

④敷地の利用の現況

[地域要因]

[個別的要因]

[一般的要因]

価
格
形
成
要
因
の

変
動
状
況

ら
の
検
討

②変動率

前年標準価格 89,500円／㎡

公示価格 円／㎡

標準地番号 -

新規

代表標準地 標準地

公
示
価
格
を

規
準
と
し
た

価
格

89,600

⑥対象基準地
  の規準価格

(円／㎡)

①

標準地番号

奈良 13

代表標準地 標準地 地
域
要
因

街路

交通

環境

行政

その他

0.0

+10.0

+71.0

0.0

0.0

標
準
化
補
正

街路

交通

環境

画地

行政

その他

0.0

0.0

0.0

+2.0

0.0

0.0

⑦
内
訳

高の原駅南東方
2.1km

高の原
2.1km

(8)

北西6m市道

１低専
(40,60)

（その他）　　　　

特にない 基準方位　北　
６ｍ市道

　要因の

　比較

　因の比

　較

水道　
ガス　
下水

③

間口　約

法令

規制

年地価調査）

(3)最有効使用の判定

(2)

⑦供給

(3)鑑定評価の条件 更地としての鑑定評価

２　鑑定評価額の決定の理由の要旨

(1)

基
準
地

①所在及び地番並びに

　「住居表示」等

③形状

②地積

（㎡）

201

( )

⑨法令上の規制等

1:1.2

⑥接面道路の状況

処理施

設状況

⑧主要な交通施設との

　接近の状況

近
隣
地
域

①範囲

④地域的特性

⑤地域要因の
　将来予測

13.0 ｍ、　奥行　約 15.5  ｍ、　規模 200 ㎡程度、　形状

特記

事項

街

路

交通

施設

(5)鑑定評価の手法
   の適用

取引事例比較法

収益還元法

原価法

比準価格

収益価格

積算価格

89,500 円／㎡

／   円／㎡

／   円／㎡

(4)対象基準地の

個別的要因

(7)試算価格の調整
   ・検証及び鑑定
   評価額の決定の
   理由

公示価格

172,000 円／㎡

②時 点 ③標準化 ④地域要 ⑤個別的

年間 半年間0.0％ ％

188.1 ］

100［ ］ 100［ ］

102.0［ ］100

100

100

100

　修 正

別記様式第６ 鑑定評価書（令和 8 令和 8年 7月 3日　提出

宅地-1

0.0方位

　補正

ほぼ長方形

指
定
基
準
地

か
ら
の
検
討

⑥対象基準地
  の比準価格

(円／㎡)

① 指定基準地番号

-

地
域
要
因

街路

交通

環境

行政

その他

標
準
化
補
正

街路

交通

環境

画地

行政

その他

⑦
内
訳

(9)

　要因の

　比較

　因の比

　較

前年指定基準地の価格

円／㎡

②時 点 ③標準化 ④地域要 ⑤個別的

］

［ ］ ［ ］

［ ］100

100

100

100

　修 正 　補正

対
象
基
準
地
の
前

年
標
準
価
格
等
か

(10)

倍

[令和 8年 1月]

令和 8年 6月 22日 正常価格

令和 8年 7月 1日令和 8年 7月 1日

18,000,000鑑定評価額

(1)価格時点

(2)実地調査日

円 89,500 円／㎡１㎡当たりの価格

(4)鑑定評価日

(5)価格の種類
路線価又は倍率

72,000 円／㎡

１　基本的事項

(6)
路
線
価

倍率種別

(6)市場の特性 同一需給圏は近鉄京都線、ＪＲ関西本線等沿線で、概ね奈良市及びその周辺都市の住宅地域を中心とする圏域である。需要
者は奈良市居住者を中心に、周辺地域からの転入も見込まれる。最寄駅からはやや遠方に位置しバス圏ではあるものの、中
規模一般住宅が建ち並ぶ区画整然とした住宅地域であり、選好性も見込め需給関係は比較的安定している。土地の中心価格
帯は、基準地と同規模で１，８００万円程度となっている。

継続
①-1対象基準地の検討

①-2基準地が共通地点（代表標準地等と同一地
点）である場合の検討

奈良（県） 13－

開発法 開発法による価格 ／   円／㎡

奈良（県） －

基準地番号 提出先

13 奈良県

所属分科会名

奈良第１分科会

業者名

不動産鑑定士氏名

土井鑑定研究所

土井　元



奈良市学園大和町３丁目７４番

低層戸建住宅地

中規模住宅が建ち並
ぶ区画整然とした住
宅地域

②標準的使用ｍ東 ｍ、西 ｍ、南 ｍ、北60 30 100 50 戸建住宅地

-

１低専(40,60)

建築コストの上昇、原油高、各種物価上昇等の影響が懸念される。
宅地需要は地域的な偏りがあり、地価の二極化傾向は継続してい
る。

区画整然とした居住環境良好な住宅地域であり、需要は堅調で、
地価は上昇傾向にある。

個別的要因に変動はない。

中規模一般住宅が区画整然と建ち並ぶ住宅団地で、建築物の用途制限が厳しい第１種低層住居専用地域に指定されており、
周辺に賃貸収入を目的とする収益物件は見られず、自己利用を前提とした取引が支配的である。したがって、収益価格は試
算せず、市場性を反映した比準価格を採用し、鑑定評価額を上記のとおり決定した。

［

［

住宅
Ｗ２

中規模一般住宅が建ち並ぶ区画整然とした住宅地域であり、今後も地域要因に大きな変動は認められないと予測する。良好
な住環境から需要は比較的堅調に推移しており、地価水準は上昇傾向で推移するものと予測する。

③標準的画地の形状等

⑤周辺の土地の利用の
状況

④敷地の利用の現況

[地域要因]

[個別的要因]

[一般的要因]

価
格
形
成
要
因
の

変
動
状
況

ら
の
検
討

②変動率

前年標準価格 115,000円／㎡

公示価格 116,000円／㎡

標準地番号 奈良 38-

新規

代表標準地 標準地

公
示
価
格
を

規
準
と
し
た

価
格

⑥対象基準地
  の規準価格

(円／㎡)

①

標準地番号

代表標準地 標準地 地
域
要
因

街路

交通

環境

行政

その他

標
準
化
補
正

街路

交通

環境

画地

行政

その他

⑦
内
訳

学園前駅南方
1.5km

学園前
1.5km

(8)

西6m市道

１低専
(40,60)

（その他）　　　　

特にない 基準方位北、６ｍ
市道

　要因の

　比較

　因の比

　較

水道　
ガス　
下水

③

間口　約

法令

規制

年地価調査）

(3)最有効使用の判定

(2)

⑦供給

(3)鑑定評価の条件 更地としての鑑定評価

２　鑑定評価額の決定の理由の要旨

(1)

基
準
地

①所在及び地番並びに

　「住居表示」等

③形状

②地積

（㎡）

264

( )

⑨法令上の規制等

1:1.5

⑥接面道路の状況

処理施

設状況

⑧主要な交通施設との

　接近の状況

近
隣
地
域

①範囲

④地域的特性

⑤地域要因の
　将来予測

14.0 ｍ、　奥行　約 19.0  ｍ、　規模 270 ㎡程度、　形状

特記

事項

街

路

交通

施設

(5)鑑定評価の手法
   の適用

取引事例比較法

収益還元法

原価法

比準価格

収益価格

積算価格

118,000 円／㎡

／   円／㎡

／   円／㎡

(4)対象基準地の

個別的要因

(7)試算価格の調整
   ・検証及び鑑定
   評価額の決定の
   理由

公示価格

円／㎡

②時 点 ③標準化 ④地域要 ⑤個別的

年間 半年間+2.6 +1.7％ ％

］

［ ］ ［ ］

［ ］100

100

100

100

　修 正

別記様式第６ 鑑定評価書（令和 8 令和 8年 7月 3日　提出

宅地-1

+1.0方位

　補正

ほぼ長方形

指
定
基
準
地

か
ら
の
検
討

⑥対象基準地
  の比準価格

(円／㎡)

① 指定基準地番号

-

地
域
要
因

街路

交通

環境

行政

その他

標
準
化
補
正

街路

交通

環境

画地

行政

その他

⑦
内
訳

(9)

　要因の

　比較

　因の比

　較

前年指定基準地の価格

円／㎡

②時 点 ③標準化 ④地域要 ⑤個別的

］

［ ］ ［ ］

［ ］100

100

100

100

　修 正 　補正

対
象
基
準
地
の
前

年
標
準
価
格
等
か

(10)

倍

[令和 8年 1月]

令和 8年 6月 29日 正常価格

令和 8年 7月 2日令和 8年 7月 1日

31,200,000鑑定評価額

(1)価格時点

(2)実地調査日

円 118,000 円／㎡１㎡当たりの価格

(4)鑑定評価日

(5)価格の種類
路線価又は倍率

93,000 円／㎡

１　基本的事項

(6)
路
線
価

倍率種別

(6)市場の特性 同一需給圏は、奈良市及び生駒市における近鉄奈良線沿線で、中規模一般住宅が建ち並ぶ圏域である。需要者は奈良県北部
に地縁を有する給与所得者が中心であるが、大阪方面勤務の給与所得者層も認められる。駅接近性はやや劣るが、近隣地域
は区画整然としており快適性、利便性にも優れ、需要は堅調である。需要の中心価格帯は、土地８０坪程度で３，０００万
円台前半である。

継続
①-1対象基準地の検討

①-2基準地が共通地点（代表標準地等と同一地
点）である場合の検討

奈良（県） 14－

開発法 開発法による価格 ／   円／㎡

奈良（県） －

基準地番号 提出先

14 奈良県

所属分科会名

奈良県第１分科

業者名

不動産鑑定士氏名

みわ不動産鑑定

三和　浩



奈良市神功３丁目７番８

２階建程度の戸建住宅地

中規模一般住宅が建
ち並ぶ区画整然とし
た住宅地域

②標準的使用ｍ東 ｍ、西 ｍ、南 ｍ、北80 140 20 20 戸建住宅地

-

１低専(40,60)

地価は、建築費上昇や少子高齢化等の不安要素を抱え、下落基調
にある地域と旺盛な需要に支えられている地域の二極化が進行し
ている。

利便性や快適性に優れた住宅地の土地需要は堅調であるものの、
建築費上昇の影響を受け、地価は横ばい傾向にあると思われる。

個別的要因に変動はない。

当該地域は自己所有の戸建住宅を中心とする住宅地域である。転勤等による戸建住宅の賃貸が散見される程度で、賃貸市場
は形成されておらず、収益価格は求められなかった。快適性を重視する住宅地域であって自用目的での取引が主であり、取
引価格の水準を指標に地価が形成されることが一般的であると認められるため、比準価格を採用し、代表標準地との検討結
果を踏まえ、鑑定評価額を上記のとおり決定した。

［

［

住宅
ＬＳ２

中規模戸建住宅地域として熟成しており、今後とも良好な住環境を維持するものと予測する。中古住宅の取引は堅調である
が、建築費上昇の影響を受け、地価は横ばいで推移するものと予測する。

③標準的画地の形状等

⑤周辺の土地の利用の
状況

④敷地の利用の現況

[地域要因]

[個別的要因]

[一般的要因]

価
格
形
成
要
因
の

変
動
状
況

ら
の
検
討

②変動率

前年標準価格 105,000円／㎡

公示価格 円／㎡

標準地番号 -

新規

代表標準地 標準地

公
示
価
格
を

規
準
と
し
た

価
格

105,000

⑥対象基準地
  の規準価格

(円／㎡)

①

標準地番号

奈良 13

代表標準地 標準地 地
域
要
因

街路

交通

環境

行政

その他

-1.0

+8.0

+56.0

0.0

0.0

標
準
化
補
正

街路

交通

環境

画地

行政

その他

0.0

0.0

0.0

+2.0

0.0

0.0

⑦
内
訳

高の原駅南西
1.5km

高の原
1.5km

(8)

南8m市道

１低専
(40,60)

（その他）　　　　
宅造規制区域

特にない 基準方位北　８．
０ｍ市道　

　要因の

　比較

　因の比

　較

水道　
ガス　
下水

③

間口　約

法令

規制

年地価調査）

(3)最有効使用の判定

(2)

⑦供給

(3)鑑定評価の条件 更地としての鑑定評価

２　鑑定評価額の決定の理由の要旨

(1)

基
準
地

①所在及び地番並びに

　「住居表示」等

③形状

②地積

（㎡）

213

( )

⑨法令上の規制等

1:2

⑥接面道路の状況

処理施

設状況

⑧主要な交通施設との

　接近の状況

近
隣
地
域

①範囲

④地域的特性

⑤地域要因の
　将来予測

10.0 ｍ、　奥行　約 21.0  ｍ、　規模 210 ㎡程度、　形状

特記

事項

街

路

交通

施設

(5)鑑定評価の手法
   の適用

取引事例比較法

収益還元法

原価法

比準価格

収益価格

積算価格

105,000 円／㎡

／   円／㎡

／   円／㎡

(4)対象基準地の

個別的要因

(7)試算価格の調整
   ・検証及び鑑定
   評価額の決定の
   理由

公示価格

172,000 円／㎡

②時 点 ③標準化 ④地域要 ⑤個別的

年間 半年間0.0％ ％

166.8 ］

100［ ］ 104.0［ ］

102.0［ ］100

100

100

100

　修 正

別記様式第６ 鑑定評価書（令和 8 令和 8年 7月 3日　提出

宅地-1

+4.0方位

　補正

長方形

指
定
基
準
地

か
ら
の
検
討

⑥対象基準地
  の比準価格

(円／㎡)

① 指定基準地番号

-

地
域
要
因

街路

交通

環境

行政

その他

標
準
化
補
正

街路

交通

環境

画地

行政

その他

⑦
内
訳

(9)

　要因の

　比較

　因の比

　較

前年指定基準地の価格

円／㎡

②時 点 ③標準化 ④地域要 ⑤個別的

］

［ ］ ［ ］

［ ］100

100

100

100

　修 正 　補正

対
象
基
準
地
の
前

年
標
準
価
格
等
か

(10)

倍

[令和 8年 1月]

令和 8年 7月 1日 正常価格

令和 8年 7月 1日令和 8年 7月 1日

22,400,000鑑定評価額

(1)価格時点

(2)実地調査日

円 105,000 円／㎡１㎡当たりの価格

(4)鑑定評価日

(5)価格の種類
路線価又は倍率

86,000 円／㎡

１　基本的事項

(6)
路
線
価

倍率種別

(6)市場の特性 同一需給圏は概ね奈良、生駒市域の近鉄京都線、奈良線沿線の戸建住宅地域。需要者の中心は、同一市内の居住者による世
帯分離等を中心とし、周辺地域からの流入も認められる。良好な住環境に加えて、生活利便性にも優れており、土地取引は
比較的安定している。土地は２００㎡程度で２１００万円前後。中古戸建は、２５００万円から３０００万円程度が取引の
中心である。

継続
①-1対象基準地の検討

①-2基準地が共通地点（代表標準地等と同一地
点）である場合の検討

奈良（県） 15－

開発法 開発法による価格 ／   円／㎡

奈良（県） －

基準地番号 提出先

15 奈良県

所属分科会名

奈良第1

業者名

不動産鑑定士氏名

近鉄不動産株式会社

津石　哲志



奈良市押熊町２６６番３

２階建程度の戸建住宅地

農家住宅、一般住宅
が混在する既成の住
宅地域

②標準的使用ｍ東 ｍ、西 ｍ、南 ｍ、北50 100 140 170 戸建住宅地

-

１低専(40,60)

当市の住宅地は、居住環境の良好な地域については、価格、需
要ともに堅調であるも、金利や建築コストの上昇が懸念される
状況にある。

農家住宅や一般住宅が存する旧来からの住宅地域であり、現状
において、地域要因に特段変動は見受けられない。

個別的要因に変動は無い。

近隣地域は、１低専の農家住宅や一般住宅が建ち並ぶ既成住宅地域であり、取引に当たっては自己利用目的が中心で、賃
貸市場は形成されていない。従って収益還元法は非適用とした。比準価格は、実証的な市場価格より導かれたものであり、
自用の戸建住宅地においては、需要者の取引意思決定プロセスに最も適合的であることから、妥当性を有する。従って、
本件では規範性のある比準価格に基づき、代表標準地との検討を踏まえ、鑑定評価額を上記の通り決定した。

［

［

住宅
Ｗ１

近隣地域は一般住宅や農家住宅が建ち並ぶ古くからの住宅地域。商業施設等に近く利便性はあるも街路条件等に劣り、需
要はやや弱い。地域の状況は現況を維持しつつ、地価は横這いないし下落傾向で推移するものと予測。

③標準的画地の形状等

⑤周辺の土地の利用の
状況

④敷地の利用の現況

[地域要因]

[個別的要因]

[一般的要因]

価
格
形
成
要
因
の

変
動
状
況

ら
の
検
討

②変動率

前年標準価格 54,100円／㎡

公示価格 円／㎡

標準地番号 -

新規

代表標準地 標準地

公
示
価
格
を

規
準
と
し
た

価
格

54,000

⑥対象基準地
  の規準価格

(円／㎡)

①

標準地番号

奈良 44

代表標準地 標準地 地
域
要
因

街路

交通

環境

行政

その他

+2.0

+1.0

+40.0

0.0

0.0

標
準
化
補
正

街路

交通

環境

画地

行政

その他

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

⑦
内
訳

大和西大寺駅北西
3.5km

大和西大寺
3.5km

(8)

北3.5m市道

１低専
(40,60)

（その他）　　　　

特に無い。 基準方位北
３．５ｍ市道

　要因の

　比較

　因の比

　較

水道　
ガス　
下水

③

間口　約

法令

規制

年地価調査）

(3)最有効使用の判定

(2)

⑦供給

(3)鑑定評価の条件 更地としての鑑定評価

２　鑑定評価額の決定の理由の要旨

(1)

基
準
地

①所在及び地番並びに

　「住居表示」等

③形状

②地積

（㎡）

279

( )

⑨法令上の規制等

1:2

⑥接面道路の状況

処理施

設状況

⑧主要な交通施設との

　接近の状況

近
隣
地
域

①範囲

④地域的特性

⑤地域要因の
　将来予測

12.0 ｍ、　奥行　約 20.0  ｍ、　規模 240 ㎡程度、　形状

特記

事項

街

路

交通

施設

(5)鑑定評価の手法
   の適用

取引事例比較法

収益還元法

原価法

比準価格

収益価格

積算価格

54,100 円／㎡

／   円／㎡

／   円／㎡

(4)対象基準地の

個別的要因

(7)試算価格の調整
   ・検証及び鑑定
   評価額の決定の
   理由

公示価格

77,900 円／㎡

②時 点 ③標準化 ④地域要 ⑤個別的

年間 半年間0.0％ ％

144.2 ］

100［ ］ 100［ ］

100［ ］100

100

100

100

　修 正

別記様式第６ 鑑定評価書（令和 8 令和 8年 7月 3日　提出

宅地-1

0.0方位

　補正

長方形

指
定
基
準
地

か
ら
の
検
討

⑥対象基準地
  の比準価格

(円／㎡)

① 指定基準地番号

-

地
域
要
因

街路

交通

環境

行政

その他

標
準
化
補
正

街路

交通

環境

画地

行政

その他

⑦
内
訳

(9)

　要因の

　比較

　因の比

　較

前年指定基準地の価格

円／㎡

②時 点 ③標準化 ④地域要 ⑤個別的

］

［ ］ ［ ］

［ ］100

100

100

100

　修 正 　補正

対
象
基
準
地
の
前

年
標
準
価
格
等
か

(10)

倍

[令和  年 1月]

令和 8年 6月 20日 正常価格

令和 8年 6月 25日令和 8年 7月 1日

15,100,000鑑定評価額

(1)価格時点

(2)実地調査日

円 54,100 円／㎡１㎡当たりの価格

(4)鑑定評価日

(5)価格の種類
路線価又は倍率

円／㎡

１　基本的事項

(6)
路
線
価

倍率種別

(6)市場の特性 同一需給圏は奈良市を中心とした一般住宅や農家住宅が建つ既成住宅地域と把握した。当該地域は現状において、やや地
縁的選好性が強く、街路条件に劣る地域であることから、圏外からの転入は少なく、需要者は周辺居住者が中心となる。
もっとも、近隣地域周辺にミニ開発による建売住宅も散見され、エリア全体としての住宅地需要は一定程度存する。土地
の中心価格帯は、対象基準地と同規模の土地であれば、１，５００万円前後となっている。

継続
①-1対象基準地の検討

①-2基準地が共通地点（代表標準地等と同一地
点）である場合の検討

奈良（県） 16－

開発法 開発法による価格 ／   円／㎡

奈良（県） －

基準地番号 提出先

16 奈良県

所属分科会名

奈良県第１分科会

業者名

不動産鑑定士氏名

まほろば不動産コンサルティング

秋山　宗一郎



奈良市学園朝日町６５６番３２

低層戸建住宅地

中規模一般住宅が建
ち並ぶ住宅地域

②標準的使用ｍ東 ｍ、西 ｍ、南 ｍ、北50 30 50 40 戸建住宅地

-

１低専(40,60)

建築コストの上昇、原油高、各種物価上昇等の影響が懸念される。
宅地需要は地域的な偏りがあり、地価の二極化傾向は継続してい
る。

区画整然とした居住環境良好な住宅地域であり、需要は堅調で、
地価は緩やかな上昇傾向にある。

個別的要因に変動はない。

中規模一般住宅が区画整然と建ち並ぶ住宅団地で、建築物の用途制限が厳しい第１種低層住居専用地域に指定されており、
周辺に賃貸収入を目的とする収益物件は見られず、自己利用を前提とした取引が支配的である。したがって、収益価格は試
算せず、市場性を反映した比準価格を採用し、代表標準地の価格との検討を踏まえ、鑑定評価額を上記のとおり決定した。

［

［

住宅
Ｗ２

中規模一般住宅が建ち並ぶ区画整然とした住宅地域であり、今後も地域要因に大きな変動はないものと思料される。良好な
住環境から需要は比較的堅調で、地価水準は概ね緩やかな上昇傾向で推移するものと予測する。

③標準的画地の形状等

⑤周辺の土地の利用の
状況

④敷地の利用の現況

[地域要因]

[個別的要因]

[一般的要因]

価
格
形
成
要
因
の

変
動
状
況

ら
の
検
討

②変動率

前年標準価格 105,000円／㎡

公示価格 円／㎡

標準地番号 -

新規

代表標準地 標準地

公
示
価
格
を

規
準
と
し
た

価
格

106,000

⑥対象基準地
  の規準価格

(円／㎡)

①

標準地番号

奈良 29

代表標準地 標準地 地
域
要
因

街路

交通

環境

行政

その他

-1.0

-2.0

+15.0

0.0

0.0

標
準
化
補
正

街路

交通

環境

画地

行政

その他

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

⑦
内
訳

学園前駅北東方
1km

学園前
1km

(8)

東6m市道

１低専
(40,60)

（その他）　　　　

特にない 基準方位北、６ｍ
市道

　要因の

　比較

　因の比

　較

水道　
ガス　
下水

③

間口　約

法令

規制

年地価調査）

(3)最有効使用の判定

(2)

⑦供給

(3)鑑定評価の条件 更地としての鑑定評価

２　鑑定評価額の決定の理由の要旨

(1)

基
準
地

①所在及び地番並びに

　「住居表示」等

③形状

「学園朝日町１５－３」

②地積

（㎡）

209

( )

⑨法令上の規制等

1.2:1

⑥接面道路の状況

処理施

設状況

⑧主要な交通施設との

　接近の状況

近
隣
地
域

①範囲

④地域的特性

⑤地域要因の
　将来予測

15.0 ｍ、　奥行　約 13.0  ｍ、　規模 200 ㎡程度、　形状

特記

事項

街

路

交通

施設

(5)鑑定評価の手法
   の適用

取引事例比較法

収益還元法

原価法

比準価格

収益価格

積算価格

106,000 円／㎡

／   円／㎡

／   円／㎡

(4)対象基準地の

個別的要因

(7)試算価格の調整
   ・検証及び鑑定
   評価額の決定の
   理由

公示価格

115,000 円／㎡

②時 点 ③標準化 ④地域要 ⑤個別的

年間 半年間+1.0％ ％

111.6 ］

100.9［ ］ 102.0［ ］

100［ ］100

100

100

100

　修 正

別記様式第６ 鑑定評価書（令和 8 令和 8年 7月 3日　提出

宅地-1

+2.0方位

　補正

ほぼ長方形

指
定
基
準
地

か
ら
の
検
討

⑥対象基準地
  の比準価格

(円／㎡)

① 指定基準地番号

-

地
域
要
因

街路

交通

環境

行政

その他

標
準
化
補
正

街路

交通

環境

画地

行政

その他

⑦
内
訳

(9)

　要因の

　比較

　因の比

　較

前年指定基準地の価格

円／㎡

②時 点 ③標準化 ④地域要 ⑤個別的

］

［ ］ ［ ］

［ ］100

100

100

100

　修 正 　補正

対
象
基
準
地
の
前

年
標
準
価
格
等
か

(10)

倍

[令和 8年 1月]

令和 8年 6月 29日 正常価格

令和 8年 7月 2日令和 8年 7月 1日

22,200,000鑑定評価額

(1)価格時点

(2)実地調査日

円 106,000 円／㎡１㎡当たりの価格

(4)鑑定評価日

(5)価格の種類
路線価又は倍率

84,000 円／㎡

１　基本的事項

(6)
路
線
価

倍率種別

(6)市場の特性 同一需給圏は奈良市、生駒市内の近鉄奈良線、近鉄けいはんな線等の沿線にある戸建住宅地域である。需要者の中心は奈良
市及び周辺市町の居住者であり、圏外からの転入も認められる。閑静な住環境を呈する地域で、概ね駅徒歩圏内でもあるた
め生活利便性は良好であり需要は概ね堅調、地価水準は緩やかな上昇傾向にある。需要の中心となる価格帯は土地６５坪程
度で２，０００万円台前半である。

継続
①-1対象基準地の検討

①-2基準地が共通地点（代表標準地等と同一地
点）である場合の検討

奈良（県） 17－

開発法 開発法による価格 ／   円／㎡

奈良（県） －

基準地番号 提出先

17 奈良県

所属分科会名

奈良県第１分科

業者名

不動産鑑定士氏名

みわ不動産鑑定

三和　浩



奈良市学園北２丁目１０９０番２０

低層の戸建住宅地

中規模一般住宅が建
ち並ぶ利便性の良い
住宅地域

②標準的使用ｍ東 ｍ、西 ｍ、南 ｍ、北30 110 60 30 戸建住宅地

-

１低専(40,60)

奈良市は総人口、生産年齢人口とも減少傾向である。地価動向は
交通利便性等の需給動向により、二極化がより進行している。

直接的な地域要因の変化は認められないが、当該地域は新規供給
少なく希少性の面からも需要は堅調、地価は上昇傾向にて推移し
ている。

個別的要因に変動はない。

当該地域は最寄駅徒歩圏の中規模一般住宅が建ち並ぶ利便性の良い熟成した住宅地域であり、自己使用目的の取引が支配的
で賃貸市場が未成熟なため収益価格は試算しない。よって本件においては、代表標準地との検討を踏まえ、規範性を有する
複数の取引事例を基に市場実態を適正に反映した比準価格をもって、鑑定評価額を上記のとおり決定した。

［

［

住宅
Ｗ２

当該地域は中規模一般住宅が建ち並ぶ利便性の良い住宅地域であり、今後も地域要因の大きな変化は考えられず、現状のま
ま推移するものと予測する。地価水準は上昇傾向にて推移していくものと考える。

③標準的画地の形状等

⑤周辺の土地の利用の
状況

④敷地の利用の現況

[地域要因]

[個別的要因]

[一般的要因]

価
格
形
成
要
因
の

変
動
状
況

ら
の
検
討

②変動率

前年標準価格 245,000円／㎡

公示価格 円／㎡

標準地番号 -

新規

代表標準地 標準地

公
示
価
格
を

規
準
と
し
た

価
格

256,000

⑥対象基準地
  の規準価格

(円／㎡)

①

標準地番号

奈良 4

代表標準地 標準地 地
域
要
因

街路

交通

環境

行政

その他

+2.0

+1.0

+32.0

0.0

0.0

標
準
化
補
正

街路

交通

環境

画地

行政

その他

0.0

0.0

0.0

+3.0

0.0

0.0

⑦
内
訳

学園前駅北東方
420m

学園前
420m

(8)

北4.5m市道

１低専
(40,60)

（その他）　　　　

特にない 基準方位　北　
４．５ｍ市道

　要因の

　比較

　因の比

　較

水道　
ガス　
下水

③

間口　約

法令

規制

年地価調査）

(3)最有効使用の判定

(2)

⑦供給

(3)鑑定評価の条件 更地としての鑑定評価

２　鑑定評価額の決定の理由の要旨

(1)

基
準
地

①所在及び地番並びに

　「住居表示」等

③形状

「学園北２－１０－７」

②地積

（㎡）

460

( )

⑨法令上の規制等

1.2:1

⑥接面道路の状況

処理施

設状況

⑧主要な交通施設との

　接近の状況

近
隣
地
域

①範囲

④地域的特性

⑤地域要因の
　将来予測

23.0 ｍ、　奥行　約 19.0  ｍ、　規模 440 ㎡程度、　形状

特記

事項

街

路

交通

施設

(5)鑑定評価の手法
   の適用

取引事例比較法

収益還元法

原価法

比準価格

収益価格

積算価格

255,000 円／㎡

／   円／㎡

／   円／㎡

(4)対象基準地の

個別的要因

(7)試算価格の調整
   ・検証及び鑑定
   評価額の決定の
   理由

公示価格

347,000 円／㎡

②時 点 ③標準化 ④地域要 ⑤個別的

年間 半年間+4.1％ ％

136.0 ］

103.2［ ］ 100［ ］

103.0［ ］100

100

100

100

　修 正

別記様式第６ 鑑定評価書（令和 8 令和 8年 7月 3日　提出

宅地-1

0.0方位

　補正

ほぼ長方形

指
定
基
準
地

か
ら
の
検
討

⑥対象基準地
  の比準価格

(円／㎡)

① 指定基準地番号

-

地
域
要
因

街路

交通

環境

行政

その他

標
準
化
補
正

街路

交通

環境

画地

行政

その他

⑦
内
訳

(9)

　要因の

　比較

　因の比

　較

前年指定基準地の価格

円／㎡

②時 点 ③標準化 ④地域要 ⑤個別的

］

［ ］ ［ ］

［ ］100

100

100

100

　修 正 　補正

対
象
基
準
地
の
前

年
標
準
価
格
等
か

(10)

倍

[令和 8年 1月]

令和 8年 6月 22日 正常価格

令和 8年 7月 1日令和 8年 7月 1日

117,000,000鑑定評価額

(1)価格時点

(2)実地調査日

円 255,000 円／㎡１㎡当たりの価格

(4)鑑定評価日

(5)価格の種類
路線価又は倍率

200,000 円／㎡

１　基本的事項

(6)
路
線
価

倍率種別

(6)市場の特性 同一需給圏は近鉄奈良線等沿線で、概ね奈良市及びその周辺都市の中規模住宅地域を中心とする圏域である。需要者は奈良
市、生駒市居住者が中心であるが、周辺地域からの転入も見込まれる。当該地域は最寄駅徒歩圏の中規模一般住宅が建ち並
ぶ利便性の良い住宅地域であり、新規供給は少なく希少性の面からも需要は堅調である。土地の中心価格帯は、基準地と同
規模程度で１２，０００万円程度となっている。

継続
①-1対象基準地の検討

①-2基準地が共通地点（代表標準地等と同一地
点）である場合の検討

奈良（県） 18－

開発法 開発法による価格 ／   円／㎡

奈良（県） －

基準地番号 提出先

18 奈良県

所属分科会名

奈良第１分科会

業者名

不動産鑑定士氏名

土井鑑定研究所

土井　元



奈良市北登美ヶ丘４丁目１４００番７１３

２階建程度の戸建住宅地

中規模一般住宅が建
ち並ぶ区画整然とし
た住宅地域

②標準的使用ｍ東 ｍ、西 ｍ、南 ｍ、北50 20 50 20 戸建住宅地

-

１低専(40,60)

建築費高騰や住宅ローン金利の上昇等により、新設住宅着工戸数
は減少傾向にあり、住宅地需要は縮小している。

利便性や快適性に優れた住宅地の土地取引は依然として活発であ
るが、地価の上昇傾向はやや沈静化している。

個別的要因に変動はない。

当該地域は自己所有の戸建住宅を中心に形成され、アパート等の収益物件は見当たらず賃貸市場が形成されていないため、
収益価格は求められなかった。快適性を重視する戸建住宅地域であり、取引価格の水準を指標に価格が形成されることが一
般的であると認められることから、信頼性のある取引事例により求めた比準価格を採用し、かつ代表標準地との検討を踏ま
え、鑑定評価額を上記のとおり決定した。

［

［

住宅
Ｗ２

住環境、生活利便性等に恵まれた戸建住宅地として熟成しつつあり、今後とも現状で推移するものと予測する。中古住宅の
取引は活発化しており、地価水準は強含みで推移するものと予測する。

③標準的画地の形状等

⑤周辺の土地の利用の
状況

④敷地の利用の現況

[地域要因]

[個別的要因]

[一般的要因]

価
格
形
成
要
因
の

変
動
状
況

ら
の
検
討

②変動率

前年標準価格 136,000円／㎡

公示価格 円／㎡

標準地番号 -

新規

代表標準地 標準地

公
示
価
格
を

規
準
と
し
た

価
格

139,000

⑥対象基準地
  の規準価格

(円／㎡)

①

標準地番号

奈良 29

代表標準地 標準地 地
域
要
因

街路

交通

環境

行政

その他

-1.0

+4.0

-19.0

0.0

0.0

標
準
化
補
正

街路

交通

環境

画地

行政

その他

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

⑦
内
訳

学研奈良登美ヶ丘駅南
東方
1.4km

学研奈良登美ヶ丘
1.4km

(8)

北6m市道

１低専
(40,60)

（その他）　　　　

特にない 基準方位北　６ｍ
市道　

　要因の

　比較

　因の比

　較

水道　
ガス　
下水

③

間口　約

法令

規制

年地価調査）

(3)最有効使用の判定

(2)

⑦供給

(3)鑑定評価の条件 更地としての鑑定評価

２　鑑定評価額の決定の理由の要旨

(1)

基
準
地

①所在及び地番並びに

　「住居表示」等

③形状

「北登美ヶ丘４－１４－２０」

②地積

（㎡）

248

( )

⑨法令上の規制等

1:1

⑥接面道路の状況

処理施

設状況

⑧主要な交通施設との

　接近の状況

近
隣
地
域

①範囲

④地域的特性

⑤地域要因の
　将来予測

16.0 ｍ、　奥行　約 15.5  ｍ、　規模 250 ㎡程度、　形状

特記

事項

街

路

交通

施設

(5)鑑定評価の手法
   の適用

取引事例比較法

収益還元法

原価法

比準価格

収益価格

積算価格

139,000 円／㎡

／   円／㎡

／   円／㎡

(4)対象基準地の

個別的要因

(7)試算価格の調整
   ・検証及び鑑定
   評価額の決定の
   理由

公示価格

115,000 円／㎡

②時 点 ③標準化 ④地域要 ⑤個別的

年間 半年間+2.2％ ％

83.4 ］

100.9［ ］ 100［ ］

100［ ］100

100

100

100

　修 正

別記様式第６ 鑑定評価書（令和 8 令和 8年 7月 3日　提出

宅地-1

0.0方位

　補正

ほぼ正方形

指
定
基
準
地

か
ら
の
検
討

⑥対象基準地
  の比準価格

(円／㎡)

① 指定基準地番号

-

地
域
要
因

街路

交通

環境

行政

その他

標
準
化
補
正

街路

交通

環境

画地

行政

その他

⑦
内
訳

(9)

　要因の

　比較

　因の比

　較

前年指定基準地の価格

円／㎡

②時 点 ③標準化 ④地域要 ⑤個別的

］

［ ］ ［ ］

［ ］100

100

100

100

　修 正 　補正

対
象
基
準
地
の
前

年
標
準
価
格
等
か

(10)

倍

[令和 8年 1月]

令和 8年 6月 24日 正常価格

令和 8年 7月 1日令和 8年 7月 1日

34,500,000鑑定評価額

(1)価格時点

(2)実地調査日

円 139,000 円／㎡１㎡当たりの価格

(4)鑑定評価日

(5)価格の種類
路線価又は倍率

110,000 円／㎡

１　基本的事項

(6)
路
線
価

倍率種別

(6)市場の特性 同一需給圏は概ね奈良、生駒市域の近鉄けいはんな線及び近鉄奈良線沿線の戸建住宅地域。需要者の中心は、同一市内の居
住者による世帯分離等を中心とし、大阪周辺地域からの流入も認められる。良好な住環境に加えて、生活利便性にも優れて
おり、土地取引は比較的安定している。土地は２５０㎡程度で３５００万円前後が取引の中心。

継続
①-1対象基準地の検討

①-2基準地が共通地点（代表標準地等と同一地
点）である場合の検討

奈良（県） 19－

開発法 開発法による価格 ／   円／㎡

奈良（県） －

基準地番号 提出先

19 奈良県

所属分科会名

奈良第１分科会

業者名

不動産鑑定士氏名

第一ビル株式会社

井上重人



奈良市青山７丁目２８番

２階建程度の戸建住宅地

中規模一般住宅が建
ち並ぶ整然とした住
宅地域

②標準的使用ｍ東 ｍ、西 ｍ、南 ｍ、北60 60 20 15 戸建住宅地

-

１低専(40,60)
風致（３種）

奈良市の人口は微減、世帯数は微増、人口高齢化率は微増である。

地価変動率は前年と同程度である。

個別的要因の変動はない。

　当該地域は戸建住宅が中心で賃貸市場に馴染みにくい地域等の為、収益還元法の適用は断念した。よって、対象不動産の
所在、実情（駅から徒歩圏外の中規模一般住宅が建ち並ぶ整然とした住宅地域、通称青山住宅団地）等も考慮の上、快適性
を重視する住宅地域であるので市場性を反映した比準価格を採用し、代表標準地（奈良－２９）との検討を踏まえ、鑑定評
価額を上記の通り決定した。

［

［

住宅
Ｗ２

戸建住宅地域として成熟し、今後とも閑静な住環境を維持するものと予測する。

③標準的画地の形状等

⑤周辺の土地の利用の
状況

④敷地の利用の現況

[地域要因]

[個別的要因]

[一般的要因]

価
格
形
成
要
因
の

変
動
状
況

ら
の
検
討

②変動率

前年標準価格 72,800円／㎡

公示価格 円／㎡

標準地番号 -

新規

代表標準地 標準地

公
示
価
格
を

規
準
と
し
た

価
格

72,800

⑥対象基準地
  の規準価格

(円／㎡)

①

標準地番号

奈良 29

代表標準地 標準地 地
域
要
因

街路

交通

環境

行政

その他

-1.0

+4.0

+61.0

0.0

0.0

標
準
化
補
正

街路

交通

環境

画地

行政

その他

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

⑦
内
訳

近鉄奈良駅北東方
4.8km

近鉄奈良
4.8km

(8)

南6m市道

１低専
(40,60)

（その他）　　　　
風致（３種）

特にない 基準方位北、　　
６ｍ市道

　要因の

　比較

　因の比

　較

水道　
ガス　
下水

③

間口　約

法令

規制

年地価調査）

(3)最有効使用の判定

(2)

⑦供給

(3)鑑定評価の条件 更地としての鑑定評価

２　鑑定評価額の決定の理由の要旨

(1)

基
準
地

①所在及び地番並びに

　「住居表示」等

③形状

②地積

（㎡）

253

( )

⑨法令上の規制等

1:1.5

⑥接面道路の状況

処理施

設状況

⑧主要な交通施設との

　接近の状況

近
隣
地
域

①範囲

④地域的特性

⑤地域要因の
　将来予測

14.0 ｍ、　奥行　約 18.0  ｍ、　規模 250 ㎡程度、　形状

特記

事項

街

路

交通

施設

(5)鑑定評価の手法
   の適用

取引事例比較法

収益還元法

原価法

比準価格

収益価格

積算価格

72,800 円／㎡

／   円／㎡

／   円／㎡

(4)対象基準地の

個別的要因

(7)試算価格の調整
   ・検証及び鑑定
   評価額の決定の
   理由

公示価格

115,000 円／㎡

②時 点 ③標準化 ④地域要 ⑤個別的

年間 半年間0.0％ ％

165.8 ］

100.9［ ］ 104.0［ ］

100［ ］100

100

100

100

　修 正

別記様式第６ 鑑定評価書（令和 8 令和 8年 7月 3日　提出

宅地-1

+4.0方位

　補正

ほぼ長方形

指
定
基
準
地

か
ら
の
検
討

⑥対象基準地
  の比準価格

(円／㎡)

① 指定基準地番号

-

地
域
要
因

街路

交通

環境

行政

その他

標
準
化
補
正

街路

交通

環境

画地

行政

その他

⑦
内
訳

(9)

　要因の

　比較

　因の比

　較

前年指定基準地の価格

円／㎡

②時 点 ③標準化 ④地域要 ⑤個別的

］

［ ］ ［ ］

［ ］100

100

100

100

　修 正 　補正

対
象
基
準
地
の
前

年
標
準
価
格
等
か

(10)

倍

[令和  年 1月]

令和 8年 6月 23日 正常価格

令和 8年 7月 2日令和 8年 7月 1日

18,400,000鑑定評価額

(1)価格時点

(2)実地調査日

円 72,800 円／㎡１㎡当たりの価格

(4)鑑定評価日

(5)価格の種類
路線価又は倍率

円／㎡

１　基本的事項

(6)
路
線
価

倍率種別

(6)市場の特性 同一需給圏はＪＲ関西本線及び近鉄奈良線沿線で、奈良市を中心とした圏域である。需要者の中心は同一需給圏のうち地縁
的選好性を有する居住者が中心である。区画整然とした中規模一般住宅が建ち並ぶ住宅地域である。景気は一部に足踏みが
残るものの、緩やかに回復している。土地は１５百万円～２５百万円程度、新築の戸建物件は３５百万円～５０百万円程度
の物件が需要の中心となっている。

継続
①-1対象基準地の検討

①-2基準地が共通地点（代表標準地等と同一地
点）である場合の検討

奈良（県） 20－

開発法 開発法による価格 ／   円／㎡

奈良（県） －

基準地番号 提出先

20 奈良県

所属分科会名

奈良第１分科会

業者名

不動産鑑定士氏名

奈良総合鑑定株式会社

西岡譲二



奈良市月ヶ瀬尾山２８６５番１

低層の農家住宅地

公共施設、店舗、住
宅等の混在する山間
の旧村落地域

26

②標準的使用ｍ東 ｍ、西 ｍ、南 ｍ、北200 0 50 30 農家住宅地

-

都計外

奈良市北東部の山間農家集落地域については、少子高齢化、過
疎化が進んでおり、需要は持続的に弱含んでいる。

山間部の農家集落地域であり、地域要因に大きな変動は特段見
受けられない。地価は軟調に推移している。

個別的要因に変動はない。

対象基準地は、奈良市中心部から遠く離れた山間部の農家集落地域にあり、取引に当たっては自己利用目的が中心で、賃
貸市場は形成されていない。このため収益還元法の適用は断念した。取引事例比較法において採用した取引事例について
は、比較可能なものを選択しており、査定された比準価格は市場性を反映し実証的である。従って、本件では規範性が認
められる比準価格を妥当なものと判断し、指定基準地との検討を踏まえ鑑定評価額を上記の通り決定した。

［

［

店舗兼住宅
Ｗ２

市街地から遠い山間部の農家集落地域であり、地域特性の変動も特段見受けられない。少子高齢化、過疎化の影響から需
要は弱含みで、地価も持続的に下落傾向で推移するものと予測される。

③標準的画地の形状等

⑤周辺の土地の利用の
状況

④敷地の利用の現況

[地域要因]

[個別的要因]

[一般的要因]

価
格
形
成
要
因
の

変
動
状
況

ら
の
検
討

②変動率

前年標準価格 10,600円／㎡

公示価格 円／㎡

標準地番号 -

新規

代表標準地 標準地

公
示
価
格
を

規
準
と
し
た

価
格

⑥対象基準地
  の規準価格

(円／㎡)

①

標準地番号

代表標準地 標準地 地
域
要
因

街路

交通

環境

行政

その他

標
準
化
補
正

街路

交通

環境

画地

行政

その他

⑦
内
訳

上野市駅南西
12km

上野市
12km

(8)

南東6m県道､南側道

都計外

（その他）　　　　

特にない ６ｍ県道

　要因の

　比較

　因の比

　較

水道　
下水

③

間口　約

法令

規制

年地価調査）

(3)最有効使用の判定

(2)

⑦供給

(3)鑑定評価の条件 更地としての鑑定評価

２　鑑定評価額の決定の理由の要旨

(1)

基
準
地

①所在及び地番並びに

　「住居表示」等

③形状

②地積

（㎡）

500

( )

⑨法令上の規制等

不整形
2:1

⑥接面道路の状況

処理施

設状況

⑧主要な交通施設との

　接近の状況

近
隣
地
域

①範囲

④地域的特性

⑤地域要因の
　将来予測

29.0 ｍ、　奥行　約 23.0  ｍ、　規模 670 ㎡程度、　形状

特記

事項

街

路

交通

施設

(5)鑑定評価の手法
   の適用

取引事例比較法

収益還元法

原価法

比準価格

収益価格

積算価格

10,500 円／㎡

／   円／㎡

／   円／㎡

(4)対象基準地の

個別的要因

(7)試算価格の調整
   ・検証及び鑑定
   評価額の決定の
   理由

公示価格

円／㎡

②時 点 ③標準化 ④地域要 ⑤個別的

年間 半年間-0.9％ ％

］

［ ］ ［ ］

［ ］100

100

100

100

　修 正

別記様式第６ 鑑定評価書（令和 8 令和 8年 7月 3日　提出

宅地-1

ない

　補正

不整形

指
定
基
準
地

か
ら
の
検
討

10,300

⑥対象基準地
  の比準価格

(円／㎡)

① 指定基準地番号

奈良（県） -

地
域
要
因

街路

交通

環境

行政

その他

+1.0

0.0

-28.0

0.0

0.0

標
準
化
補
正

街路

交通

環境

画地

行政

その他

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

⑦
内
訳

(9)

　要因の

　比較

　因の比

　較

前年指定基準地の価格

7,600 円／㎡

②時 点 ③標準化 ④地域要 ⑤個別的

72.7 ］

98.7［ ］ 100［ ］

100［ ］100

100

100

100

　修 正 　補正

対
象
基
準
地
の
前

年
標
準
価
格
等
か

(10)

倍

[令和  年 1月]

令和 8年 6月 20日 正常価格

令和 8年 6月 25日令和 8年 7月 1日

5,250,000鑑定評価額

(1)価格時点

(2)実地調査日

円 10,500 円／㎡１㎡当たりの価格

(4)鑑定評価日

(5)価格の種類
路線価又は倍率

円／㎡

１　基本的事項

(6)
路
線
価

倍率種別

(6)市場の特性 同一需給圏は奈良市北東部及びその周辺地域の山間部に存する農家集落地域一帯。需要者は、過疎化の進展により圏外か
らの転入は殆ど見受けられず地縁や血縁に基づくものがほとんどである。農業中心の山間部の集落地域で、大きな地域変
動は無く、奈良市中心部からも遠いため圏内の不動産需要は低調で、取引も少なく、地価は弱含んでいる。成立した不動
産取引も地縁や血縁等の特殊事情もみられ、成約価格にもばらつきがあり、中心的な価格水準の把握は困難。

継続
①-1対象基準地の検討

①-2基準地が共通地点（代表標準地等と同一地
点）である場合の検討

奈良（県） 21－

開発法 開発法による価格 ／   円／㎡

奈良（県） －

基準地番号 提出先

21 奈良県

所属分科会名

奈良県第１分科会

業者名

不動産鑑定士氏名

まほろば不動産コンサルティング

秋山　宗一郎



奈良市登美ヶ丘５丁目９３７番１４

２階建程度の戸建住宅地　

大小様々な規模の戸
建住宅が建ち並ぶ環
境良好な住宅地域

②標準的使用ｍ東 ｍ、西 ｍ、南 ｍ、北60 50 40 50 戸建住宅地

-

１低専(50,80)

奈良市は大阪都心への通勤圏域に存するが人口は微減傾向で需給
も昨今の経済情勢等より地域により強含みからやや低調と二極化
で推移。

当該地域は戸建住宅が建ち並ぶ環境良好な住宅地域として熟成し
てきており、需要は堅調で地価はやや上昇傾向にある。

個別的要因に変動はない。

比準価格は同一需給圏内における多数の取引事例を採用して求めたもので市場性を反映しており規範性は高い。一方、基準
地の存する地域は快適性が重視される戸建住宅地域であり、自己使用目的の取引が支配的で収益性を反映した賃貸市場が未
成熟であるため収益価格の試算を断念した。したがって、代表標準地との検討を踏まえ、実証的で市場性を反映した比準価
格をもって鑑定評価額を上記のとおり決定した。

［

［

住宅
Ｗ２

当該地域は戸建住宅が建ち並ぶ環境良好な住宅地域であり将来的にもほぼ現状を維持して推移するものと考察され、地価水
準については現下の地域動向等からやや上昇傾向にあるものと予測される。

③標準的画地の形状等

⑤周辺の土地の利用の
状況

④敷地の利用の現況

[地域要因]

[個別的要因]

[一般的要因]

価
格
形
成
要
因
の

変
動
状
況

ら
の
検
討

②変動率

前年標準価格 114,000円／㎡

公示価格 円／㎡

標準地番号 -

新規

代表標準地 標準地

公
示
価
格
を

規
準
と
し
た

価
格

115,000

⑥対象基準地
  の規準価格

(円／㎡)

①

標準地番号

奈良 29

代表標準地 標準地 地
域
要
因

街路

交通

環境

行政

その他

0.0

+2.0

-1.0

0.0

0.0

標
準
化
補
正

街路

交通

環境

画地

行政

その他

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

⑦
内
訳

学園前駅北東
2.5km

学園前
2.5km

(8)

北5.8m市道

１低専
(50,80)

（その他）　　　　

特にない 基準方位北、５．
８ｍ市道

　要因の

　比較

　因の比

　較

水道　
ガス　
下水

③

間口　約

法令

規制

年地価調査）

(3)最有効使用の判定

(2)

⑦供給

(3)鑑定評価の条件 更地としての鑑定評価

２　鑑定評価額の決定の理由の要旨

(1)

基
準
地

①所在及び地番並びに

　「住居表示」等

③形状

「登美ヶ丘５－１５－３」

②地積

（㎡）

438

( )

⑨法令上の規制等

1:1.2

⑥接面道路の状況

処理施

設状況

⑧主要な交通施設との

　接近の状況

近
隣
地
域

①範囲

④地域的特性

⑤地域要因の
　将来予測

19.0 ｍ、　奥行　約 23.0  ｍ、　規模 440 ㎡程度、　形状

特記

事項

街

路

交通

施設

(5)鑑定評価の手法
   の適用

取引事例比較法

収益還元法

原価法

比準価格

収益価格

積算価格

115,000 円／㎡

／   円／㎡

／   円／㎡

(4)対象基準地の

個別的要因

(7)試算価格の調整
   ・検証及び鑑定
   評価額の決定の
   理由

公示価格

115,000 円／㎡

②時 点 ③標準化 ④地域要 ⑤個別的

年間 半年間+0.9％ ％

101.0 ］

100.9［ ］ 100［ ］

100［ ］100

100

100

100

　修 正

別記様式第６ 鑑定評価書（令和 8 令和 8年 7月 3日　提出

宅地-1

0.0方位

　補正

ほぼ長方形

指
定
基
準
地

か
ら
の
検
討

⑥対象基準地
  の比準価格

(円／㎡)

① 指定基準地番号

-

地
域
要
因

街路

交通

環境

行政

その他

標
準
化
補
正

街路

交通

環境

画地

行政

その他

⑦
内
訳

(9)

　要因の

　比較

　因の比

　較

前年指定基準地の価格

円／㎡

②時 点 ③標準化 ④地域要 ⑤個別的

］

［ ］ ［ ］

［ ］100

100

100

100

　修 正 　補正

対
象
基
準
地
の
前

年
標
準
価
格
等
か

(10)

倍

[令和 8年 1月]

令和 8年 6月 22日 正常価格

令和 8年 7月 2日令和 8年 7月 1日

50,400,000鑑定評価額

(1)価格時点

(2)実地調査日

円 115,000 円／㎡１㎡当たりの価格

(4)鑑定評価日

(5)価格の種類
路線価又は倍率

92,000 円／㎡

１　基本的事項

(6)
路
線
価

倍率種別

(6)市場の特性 同一需給圏は近鉄奈良線及びけいはんな線沿線の概ね奈良市とその周辺市の圏域と把握した。需要者の中心は奈良市及びそ
の周辺市の居住者で同一需給圏外からの転入者も考えられる。基準地は戸建住宅が建ち並ぶ環境良好な住宅地域に所在する
が、昨今の地域動向等から需給関係はやや強含みとなっている。基準地の存する地域周辺で需要の中心となる価格帯は同程
度の規模の土地価格のみで４０００～６０００万円程度と考えられる。

継続
①-1対象基準地の検討

①-2基準地が共通地点（代表標準地等と同一地
点）である場合の検討

奈良（県） 22－

開発法 開発法による価格 ／   円／㎡

奈良（県） －

基準地番号 提出先

22 奈良県

所属分科会名

奈良第１分科会

業者名

不動産鑑定士氏名

杉本不動産鑑定士事務所

杉本忠樹



奈良市西大寺国見町２丁目２９６番１５

２階建程度の戸建住宅地

中規模住宅が建ち並
ぶ区画整然とした住
宅地域

②標準的使用ｍ東 ｍ、西 ｍ、南 ｍ、北60 60 50 30 戸建住宅地

-

１低専(40,60)

奈良市は大阪都心への通勤圏域に存するが人口は微減傾向で需給
も昨今の経済情勢等より地域により強含みからやや低調と二極化
で推移。

当該地域は大和西大寺駅への接近性に優れた区画整然とした住宅
地域として熟成してきており、需要は堅調で地価は上昇傾向にあ
る。

個別的要因に変動はない。

比準価格は同一需給圏内における多数の取引事例を採用して求めたもので市場性を反映しており規範性は高い。一方、基準
地の存する地域は快適性が重視される戸建住宅地域であり、自己使用目的の取引が支配的で収益性を反映した賃貸市場が未
成熟であるため収益価格の試算を断念した。したがって、市場性を反映した比準価格をもって鑑定評価額を上記のとおり決
定した。

［

［

住宅
Ｗ２

当該地域は中規模住宅が建ち並ぶ区画整然とした住宅地域であり将来的にもほぼ現状を維持して推移するものと考察され、
地価水準については現下の地域動向等から上昇傾向にあるものと予測される。

③標準的画地の形状等

⑤周辺の土地の利用の
状況

④敷地の利用の現況

[地域要因]

[個別的要因]

[一般的要因]

価
格
形
成
要
因
の

変
動
状
況

ら
の
検
討

②変動率

前年標準価格 224,000円／㎡

公示価格 229,000円／㎡

標準地番号 奈良 21-

新規

代表標準地 標準地

公
示
価
格
を

規
準
と
し
た

価
格

⑥対象基準地
  の規準価格

(円／㎡)

①

標準地番号

代表標準地 標準地 地
域
要
因

街路

交通

環境

行政

その他

標
準
化
補
正

街路

交通

環境

画地

行政

その他

⑦
内
訳

大和西大寺駅南
750m

大和西大寺
750m

(8)

南6.2m市道

１低専
(40,60)

（その他）　　　　

特にない 基準方位北、６．
２ｍ市道

　要因の

　比較

　因の比

　較

水道　
ガス　
下水

③

間口　約

法令

規制

年地価調査）

(3)最有効使用の判定

(2)

⑦供給

(3)鑑定評価の条件 更地としての鑑定評価

２　鑑定評価額の決定の理由の要旨

(1)

基
準
地

①所在及び地番並びに

　「住居表示」等

③形状

「西大寺国見町２－４－１８」

②地積

（㎡）

230

( )

⑨法令上の規制等

1:1

⑥接面道路の状況

処理施

設状況

⑧主要な交通施設との

　接近の状況

近
隣
地
域

①範囲

④地域的特性

⑤地域要因の
　将来予測

15.0 ｍ、　奥行　約 15.0  ｍ、　規模 230 ㎡程度、　形状

特記

事項

街

路

交通

施設

(5)鑑定評価の手法
   の適用

取引事例比較法

収益還元法

原価法

比準価格

収益価格

積算価格

236,000 円／㎡

／   円／㎡

／   円／㎡

(4)対象基準地の

個別的要因

(7)試算価格の調整
   ・検証及び鑑定
   評価額の決定の
   理由

公示価格

円／㎡

②時 点 ③標準化 ④地域要 ⑤個別的

年間 半年間+5.4 +3.1％ ％

］

［ ］ ［ ］

［ ］100

100

100

100

　修 正

別記様式第６ 鑑定評価書（令和 8 令和 8年 7月 3日　提出

宅地-1

+4.0方位

　補正

ほぼ正方形

指
定
基
準
地

か
ら
の
検
討

⑥対象基準地
  の比準価格

(円／㎡)

① 指定基準地番号

-

地
域
要
因

街路

交通

環境

行政

その他

標
準
化
補
正

街路

交通

環境

画地

行政

その他

⑦
内
訳

(9)

　要因の

　比較

　因の比

　較

前年指定基準地の価格

円／㎡

②時 点 ③標準化 ④地域要 ⑤個別的

］

［ ］ ［ ］

［ ］100

100

100

100

　修 正 　補正

対
象
基
準
地
の
前

年
標
準
価
格
等
か

(10)

倍

[令和 8年 1月]

令和 8年 6月 22日 正常価格

令和 8年 7月 2日令和 8年 7月 1日

54,300,000鑑定評価額

(1)価格時点

(2)実地調査日

円 236,000 円／㎡１㎡当たりの価格

(4)鑑定評価日

(5)価格の種類
路線価又は倍率

185,000 円／㎡

１　基本的事項

(6)
路
線
価

倍率種別

(6)市場の特性 同一需給圏は近鉄奈良線、近鉄京都線、近鉄橿原線沿線の概ね奈良市とその周辺市の圏域と把握した。需要者の中心は奈良
市及びその周辺市の居住者で同一需給圏外からの転入者も考えられる。基準地は中規模住宅が建ち並ぶ区画整然とした住宅
地域に所在するが、昨今の地域動向等から需給関係は強含みとなっている。基準地の存する地域周辺で需要の中心となる価
格帯は同程度の規模の土地価格のみで４０００～６０００万円程度と考えられる。

継続
①-1対象基準地の検討

①-2基準地が共通地点（代表標準地等と同一地
点）である場合の検討

奈良（県） 23－

開発法 開発法による価格 ／   円／㎡

奈良（県） －

基準地番号 提出先

23 奈良県

所属分科会名

奈良第１分科会

業者名

不動産鑑定士氏名

杉本不動産鑑定士事務所

杉本忠樹


